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はじめに 

 

我が国においては、2008 年に 835 万人であった訪日外国人数が、2018 年には  

3,119万人と 10年間で約 3.7倍、同期間における在留外国人は 221万人から 273万人

と 1.3 倍に増加しており、外国人と接する機会が年々増加している。また、受入れを

拡大している技能実習生は、その大半をベトナム人や中国人といった、英語以外の  

言語を母国語とする外国人が占めるなど、今後、在留外国人の国籍や言語の多様化が

一層進むことが見込まれている。 

こうした背景を受け、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議においては、

平成 30 年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を策定し、外国

人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進するとの方針を公表した。総務省にお

いても、「言葉の壁」を取り除き、自由でグローバルなコミュニケーションを実現する

ため、国立研究開発法人情報通信研究機構が開発した多言語翻訳技術の精度向上や、

同技術の多言語翻訳サービスへの活用促進に取り組んでいる。 

また、総務省及び厚生労働省においては、進展しつつある「Society5.0」時代に   

おいて、年齢、障害の有無、性別、国籍等にかかわらず、デジタル活用の利便性を   

享受し又は担い手となることで、誰もが多様な価値観やライフスタイルを持ちながら

豊かな人生を送ることができる「デジタル活用共生社会」の実現を目指すこととして、

平成 30 年 11 月に「デジタル活用共生社会実現会議」を開催し、同 31 年４月に、  

「デジタル活用共生社会の実現に向けて～デジタル活用共生社会実現会議報告～」を

取りまとめ・公表している。 
同報告書においては、多文化共生の実現のために、「言葉の壁」により不便を余儀  

なくされている在留外国人等の生活環境の改善に向け、多言語音声翻訳の精度向上や

在留外国人等との円滑なコミュニケーションの確保のために「やさしい日本語」の  

活用を推進すべきではないか、と提言されているところである。 
「やさしい日本語」については、1995 年１月に発生した阪神淡路大震災において、

日本人だけでなく多くの外国人も被災したことを受け、語彙や文法を明瞭かつ簡潔に

表現することでより多くの人たちへ情報の発信を行うための手段として発表・研究 

されている。 

なお、「やさしい日本語」については、外国人とのやりとりだけでなく、知的障害、   

発達障害、聴覚障害等の障害を抱える人や、高齢者等とのやりとりにおいても有効で

あるとの議論がなされている。 

 

上記背景を踏まえ、「やさしい日本語」の活用と多言語音声翻訳との親和性、多言語

翻訳サービスを通じた外国人との円滑なコミュニケーションの実現等を目的に、地方

公共団体や有識者の意見を聴取することとして、本調査研究を実施する。 
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第１章 調査に係る背景等 

1.1 訪日・在留外国人の増加 

我が国においては、2008 年に 835 万人であった訪日外国人数が、2018 年には   

3,119万人と 10年間で約 3.7倍、同期間における在留外国人は 221万人から 273万人と

1.3倍に増加している。 
 

【背景】 

 
 

 

【出典】訪日外国人数：日本政府観光局(JNTO)：https://www.jnto.go.jp./jpn/statistics/visitor_trends/
在留外国人数：法務省：http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 
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1.2 デジタル活用共生社会実現会議 

「スマートインクルージョン構想」を実現するための具体的な施策について、内閣 

官房 IT総合戦略室、文部科学省及び経済産業省の協力を得ながら、國重総務大臣政務官

及び新谷厚生労働大臣政務官の共宰により、平成 30 年 11 月から「デジタル活用共生 

社会実現会議」が開催され、同 31年４月に報告書が公開された。  

様々な背景事情を持つ人々が ICT利活用の恩恵により豊かな人生を送ることのできる

「デジタル活用共生社会」を実現するためには、ICT 利活用の基礎を支える複数の施策

を複合的に推し進める必要がある。このため、本会議においては、「ICT 地域      

コミュニティ創造部会」及び「ICT アクセシビリティ確保部会」において個別に議論  

された施策について、高齢者、障害者、男女共同参画、外国人といった横串の観点から

必要な取組を整理し、今後具体化すべき施策について提言として取りまとめた。 

 多言語翻訳や「やさしい日本語」については、日本語があまり堪能でない在留外国人

や訪日外国人の増加にあわせて、文化等への相互理解や、就労や日常生活、子供の就学、

観光等の様々なシーンでの多言語対応が必要となる。このため、「言葉の壁」により不便

を余儀なくされている在留外国人等の生活環境の改善に向け、多言語音声翻訳の精度 

向上や在留外国人等との円滑なコミュニケーションの確保のために「やさしい日本語」

の活用を推進することなどが記載されている。 
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第２章 地方公共団体等における多言語対応に関する 
現状等について 

 

2.1 調査の概要、目的及び調査方法 

在留外国人が増加している団体(地方公共団体、教育機関等)に対し、現状の対応方法、

課題、多言語翻訳サービス等に対する期待等についてヒアリングを実施し、多言語対応

に関する整理・取りまとめを行った。 

ヒアリングに当たっては、地方公共団体の規模、外国人住民数の割合、在留外国人  

急増地、業界連携等、タイプの異なる５団体を選定の上、令和２年２月～３月にかけて、

以下の５点についてそれぞれヒアリングを実施した。 

 

① 当該団体における外国人対応について 

・現状 

・課題等 

② 多言語対応が必要な業務について 

③ 多言語翻訳サービス活用の実態について 

④ 外国人対応・多言語翻訳サービス活用の課題と今後の期待について 

⑤ 「やさしい日本語」の活用について 

 

 

【ヒアリング実施団体】 

№ 団体名 実施日 

１ ・鳥取県鳥取市 

企画推進部 文化交流課 

令和２年２月 25日（火） 

２ ・千葉県千葉市 

   総務局 市長公室 国際交流課、 

・公益財団法人千葉市国際交流協会 

令和２年２月 27日（木） 

３ ・群馬県邑楽郡大泉町 

多文化協働課 多文化協働係 

令和２年２月 28日（金） 

４ ・神奈川県 国際文化観光局国際課 

・（公財）かながわ国際交流財団 

令和２年３月６日 （金） 

５ ・東京都新宿区  

地域振興部 多文化共生推進課 

令和２年３月 16日（月） 

※メール 

※ 各団体における在留外国人数は、 

「住民基本台帳（2019.1.1現在、2019.7.10公開）又は、各団体資料による。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-

setaisuu.html  
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2.2 地方公共団体等への調査結果 

2.2.1 鳥取県鳥取市 企画推進部 文化交流課（R2.2.25 ヒアリング）  

 

【団体情報】 

№ 項 目 概 要 

１ 自治体名 鳥取県鳥取市 

２ 人口① 186,961名 

３ 外国人登録数② 1,520人 

４ 外国人住民割合③：②/① 0.81％ 

５ 多い外国人 中国、ベトナム、韓国・朝鮮、フィリピン 

６ 特記事項 外国人住民のうち、永住者、技能実習生、

特別永住者、留学生が多数を占める。 

７ 多言語音声翻訳サービスの導入 有り 

※窓口業務での通訳は別途委託 

８ ・サービス名（事業者） ポケトーク(ソースネクスト（株）) 

９ ・導入時期 2019年度 

【出典】鳥取市 人口・世帯数概要版 

        国籍別人口（文化交流課調べ） 

 

① 現状の外国人対応について 

・2019 年 12 月末時点における鳥取市の人口 186,961 人のうち、外国人は 1,520 人で  

増加傾向にある。 

・最も多いのは中国国籍で 372 人。次いでベトナム国籍 347 人、韓国・朝鮮国籍の   

285人、フィリピン国籍の 142人等。近年、ベトナム国籍の増加が著しい。 

・最も相談頻度の高い言語は英語、次が中国語。 

・2019 年 4 月、学校法人がベトナム向けに日本語学校を開設。卒業後の学生を受け   

入れる予定の企業が学費を一部負担。 

・鳥取市内には永住、特別永住者が多く、全体の約 3 分の 1 にあたる 572 人に及んで 

いる。このほか技能実習生が 416 人（受入れ企業が通訳）、留学生が 217 人などと   

なっている。 

・来庁する外国人が増える時期は、大学入学時期にあたる 3月～4月と 9月～10月 

・市民総合窓口（証明書発行、住所異動、マイナンバーカード等）と福祉総合窓口   

（保育園、児童手当、障がい福祉、介護保険等）では、タブレット多言語通訳     

サービス「おまかせグローバルトーク」による外部通訳を完備(業者委託。)。 

・交流担当課には中国語、ドイツ語、韓国語担当の交流員が 3名在籍。 

・各種申請手続きに係る書類の多言語化が課題。 

・現在は、市が雇用している国際交流員、語学に堪能な職員、（財）鳥取県国際交流財団

が派遣する通訳ボランティア、来庁者の同伴者などを通じて対応している。 
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・ホームページは英語、中国語及び韓国語に変換する形式。 

・今後充実の必要性があると考えている言語はベトナム語。 

 

② 多言語対応が必要な業務について 

・多言語対応が多い業務としては、住所異動、マイナンバーカード、児童手当、児童   

扶養手当、保育園入園、国民健康保険、予防接種（履歴確認）、母子手帳の交付、就学

手続き、就学相談が挙げられる。 

 

③ 多言語翻訳サービスについて 

・一部公用でポケトーク（ソースネクスト㈱）を利用。教育関係の職員は児童や保護者

との対応時等に補助的にポケトークを利用している。 

・ログ等の保管については個人が特定されるやり取りや、込み入った相談は、翻訳機で

はなく、市が雇用している国際交流員、語学に堪能な職員、国際交流財団が派遣する

通訳ボランティア、来庁者の同伴者、タブレット多言語通訳サービス（委託事業者）、

コールセンター（委託事業者）による3者間の通訳サービスなどを通して行っている。  

 

④ 外国人対応における課題と今後の期待 

・現状、各地方公共団体が個別で翻訳サービスを提供しており、国レベルでセキュ   

リティが確保されたシステムを構築してもらえれば、全国どの自治体でも一定の  

サービス水準を確保・提供することが可能となる。 

・多言語の対応を行う上で、予算の確保は大きな問題。国等の支援制度の課題として  

継続利用可能なものがないことや、小さい単位での導入が難しいことなどが挙げ  

られる。 

 

⑤ 「やさしい日本語」の活用について 

・新型コロナウィルス対策に関連して、中国語、韓国語、英語に加え、「やさしい日本語」

での案内も実施している。 

・今後研修など行いながらホームページや防災無線、広報誌などで活用していく予定。 

・多言語翻訳サービスの運用においても、「やさしい日本語」を活用することで誤訳が 

少なくなるのではないかと考えている。 

・今後窓口などで「やさしい日本語」の利用を促進するための研修を検討。  
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2.2.2 千葉県千葉市 総務局 市長公室 国際交流課、 

公益財団法人千葉市国際交流協会（R2.2.27 ヒアリング） 
  

【団体情報】 

№ 項 目 概 要 

１ 地方公共団体名 千葉県千葉市 

２ 人口① 972,516人 

３ 外国人登録数② 28,220人 

４ 外国人住民割合③：②/① 2.9％  

※日本全国平均 2.1％ 

５ 多い外国人 中国、韓国、フィリピン、ベトナム、 

ネパール 

６ 特記事項 近隣の食品工場、ヤード等で働く外国人が

多く、技能実習生として東南アジアからの

外国人が近年増加傾向にある。 

７ 多言語音声翻訳サービスの導入 あり 

・サービス名（事業者） Google翻訳(無料版)、 

VoiceTra（NICT） 

・導入時期 平成 31年 4月より導入 

・ログ・データの保管 

（端末、事業者サーバ） 

ログ・データについてはサーバ内に残る 

認識あり。 

個人情報等を取り扱う際には利用しない。 

【出典】「千葉市 区別外国人住民数（国別・地域別）」令和元年 12月末現在 

 

① 千葉市における外国人対応について 

① -1．現状 

・千葉市においては、千葉市国際交流協会で多言語対応を実施。 

・英語・中国語・韓国語・スペイン語・ベトナム語の５か国語については、概ね対応が

行えている。 

・中国語圏の相談者が多く、全体として平均 100件／月程度の対応がある中で、18.8％

が中国語。 

・外国人住民からの相談のうち、約 55％は日本語での対応が可能。その他、英語対応が

約 16％、スペイン語が約６％であり、窓口対応において現在、特段の問題は発生して

いない。 

・窓口や電話対応等においては、語学の堪能な職員が対応をしており、その他にも   

多文化共生コンシェルジュという相談対応の職員を配置の上、対応を行っている。 

基本的に外部への委託は行っていない。ボランティア等へ協力を依頼することもある

が、緊急性、機密性の高い内容は職員が直接対応を行っている。 
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・また、事前に外国語で翻訳した資料を用意しており、「外国人のための防災ガイド  

ブック(英語・中国語・韓国語)」、「千葉市生活ガイドブック(英語・中国語・韓国語・

スペイン語)」等、外国人向けの情報の発信に努めている。 

・実際に対応を行う中で、中国語、英語、スペイン語が多い印象。しかしながら、    

そのうち、大半は外国語対応ではなく「やさしい日本語」を活用した日本語での対応

が可能である。 

・中国語が多い要因は、地理的文化的に近い上、グローバル化の影響であると考え   

られる。また、東南アジアからの移住者も増加傾向に見られるが、技能実習生や   

留学生の増加が要因と考えられる。 

・また、近隣の食品工場やヤードで働く外国人が多く、隣接する四街道市では     

アフガニスタン、パキスタン、バングラデシュ等の国籍の方が多い印象であり、   

千葉市へ相談に訪れることが多々ある。そのため、そういった希少言語等の対応の 

拡充が今後の課題ではないかと考えている。 

・しかしながら千葉市においては、多くは、前述の５か国語と「やさしい日本語」で   

対応が可能であるため、概ね対応ができている。 

 

 

② 多言語対応が必要な業務について（千葉市国際交流協会） 

・「地方公共団体における対応業務一覧例」（P.25-26 参照）に記載の業務については、

基本的に多言語対応が可能。相談を受け、全ての業務を千葉市国際交流協会のみで解

決することは難しいが、対応をしている部署や団体への紹介を行い、全ての案件につ

いて 解決への道筋の提案を実施。 

・紹介後、千葉市国際交流協会への再相談は基本的にはなく、対応を完了できていると

認識。 

 

 

③ 多言語翻訳サービス活用の現状について 

・無料版の Google 翻訳及び「VoiceTra」を国際交流協会のタブレットへダウンロード 

して利用している。窓口での利用の際には Wi-Fi を活用。現状では、窓口以外に   

おいて多言語翻訳サービスの利用は行っていない。 

・多言語翻訳サービス利用時にログ等データを取得される可能性があることは把握して

いる。現状では利用実績も少なく、機密性、秘匿性の高い内容への利用は行って   

いない。機密性の高い対応の際には利用をしておらず、当該地方公共団体の    

セキュリティポリシーに照らし合わせても問題はない認識である。 

・今後の多言語翻訳サービスの課題としては、翻訳の質が低く、誤訳の危険性が高い  

ことが挙げられる。翻訳の精度が上がれば、活用の範囲が広がるのではないかと考え

ている。 

④ 外国人対応における課題と今後の期待 

・限られた時間の中で多言語対応を実施している。本来は全ての相談に対し対応を  

行いたいが、人員、言語等の問題から困難な部分が多く、全てに対応しきれていない
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状況。 

・そのため、電話通訳、映像通訳なども検討しているが、市として取り組む際に、費用

対効果等の課題があるため、現状、踏み出せていない。予算の獲得等、難しい部分が

多く、どこまで対応を行うべきか苦慮している。 

・千葉市国際交流協会や千葉市の多言語による情報発信に関心がある方に対しては SNS

等を通じて情報を届けられるが、それを知らなかったり関心がない方も多く、周知 

方法が今後の課題である。 

・定型の業務があるわけではなく、相談者一人ひとりに合った形での解決策の提案や 

紹介を行っているため、千葉市としては、現在、標準の仕様書等の希望は特にない。 

 

 

⑤  やさしい日本語の活用について 

・千葉市への相談のうち、55％が相手方も日本語による対応が可能。そのため        

「やさしい日本語」の必要性は非常に高い。 

・ホームページや SNS でも、多言語での表示とあわせて「やさしい日本語」での情報    

発信を行っている。 

・また、令和元年９月に発生した台風 15 号による台風・大雨の災害時に「市政だより 

臨時号」を発行した際に、英語・中国語・韓国語・ベトナム語・「やさしい日本語」で

の案内を行っている。 

・千葉市国際交流協会の職員が講師となり、千葉市の職員向けに「やさしい日本語」

を活用するための講習を行っている。 
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2.2.3 群馬県邑楽郡大泉町役場 多文化協働課 多文化協働係 

（R2.2.28 ヒアリング） 

 

【基礎情報】 

№ 項 目 概 要 

１ 団体名 群馬県邑楽郡大泉町 

２ 人口① 41,977名 

３ 外国人登録数② 7,997名 

４ 外国人住民割合③：②/① 19.05％ 

５ 多い外国人 ブラジル、ペルー、ネパール、ベトナム 

６ 特記事項 平成 2年の出入国管理法及び難民認定法の

一部改正により急激に南米日系人の企業へ

の就労のため外国人住民が増加。 

７ 多言語音声翻訳サービスの導入 あり 

・サービス名（事業者） VoiceBiz（凸版印刷（株）） 

・導入時期 2019年 6月より導入 

【出典等】①「大泉町 国籍別外国人人口表」2020年 1月末現在 

②「大泉町 行政区別世帯数並びに男女人口一覧表」2020年 1月末現在 

 

 

① 大泉町における外国人対応について 

① -1現状 

・来庁される在留外国人については、大泉町在住の外国人のうち、ブラジル人が 57.4％

を占めていることから、ポルトガル語を話す人の来庁が最も多くなっている。 

・ペルー人住民も同町在住外国人の 12.6％を占めており、スペイン語を話す人の来庁も 

多い。 

・ブラジル人、ペルー人の住民が大泉町に多い要因は、平成２年の出入国管理法及び   

難民認定法の一部改正により、日系の２世・３世と及びその配偶者に対し、活動や   

就労の制限のない定住資格が与えられたことによるものである。 

・ポルトガル語、スペイン語の住民数が多く、対応の大半がこれらの言語であること  

から、ポルトガル語の通訳対応が可能な職員５名、スペイン語対応が可能な職員１名

の体制で、人による通訳の対応を基本に窓口の運営等を行っている。 

・また、群馬県が外国人相談窓口のワンストップセンターを開設していること、現状は

大泉町内で対応が完結できている。 

・大泉多文化共生コミュニティセンターのホームページ内において、ポルトガル語に 

よる情報発信や資料の提供を行うとともに、ポルトガル語版広報紙「Garapa」の提供

なども行い、幅広い住民の方へ対応している。 
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① -2課題等 

・大泉町では上記のとおり多言語対応を進めており、現状、ポルトガル語、スペイン語

の対応で問題等は発生していない。しかし、今後拡充すべき言語として、敢えて課題

とするなら英語の必要性は高いと考えられる。電話通訳や映像通訳等も検討している

が、セキュリティ、予算双方の問題があり、サービス提供実施には踏み出せていない。 

・１日の来庁者数や相談件数を取りまとめているデータはないが、月間百件程度の    

問合せや相談がある。 

・言語圏や文化圏の相違による相談内容の偏りや相違点等を特段感じることはない。 

多様な内容の相談に対応をしている。 

 

 

② 多言語対応が必要な業務について 

・「地方公共団体における対応業務一覧例」（P.25-26 参照）に記載の業務は基本的に  

対応が可能。 

・相談を受け、全てを大泉町だけで解決することは難しいが、対応をしている機関や  

団体への紹介を行い、全ての案件に関し、何かしらの解決への道筋を案内している。 

 例えば、住宅や職業についてのご相談については、公営住宅や職業安定所を案内する

など、直接的に住宅や職業の紹介はできないものの、課題解決のための案内や提案を

行うといった対応を実施している。 

・転入に関する手続き、保育園についての問合せ、税務に関する問合せが多く、長時間

の対応が必要なケースも散見される。特に税務関連については、複雑かつセン      

シティブな内容に発展することもあるが、対応が必要となる窓口に通訳者を配置する

ことで、概ね対応出来ている。 

・手続きではないが、生活上のマナーに関するトラブル（騒音トラブル、ごみの分別や 

出し方など）の相談は一定数存在しており、こちらも必要に応じて対応を行っている。 

 

 

③ 多言語翻訳サービス活用の実態について 

・大泉町では、凸版印刷（株）の「VoiceBiz」を令和元年度より導入。Wi-Fi接続はして

おらず、SIM カード内蔵のタブレットによる対応を行っており、窓口以外の業務の   

対応も可能。しかしながら、多くの相談や問合せは通訳可能な職員が対応を行うため、

使用頻度は多くない。 

・多言語翻訳サービスを利用した際、データを蓄積される可能性があることを把握して

いることから、個人情報やセンシティブな相談、問合せ内容などを扱う際は、個人  

情報の取扱いの観点から基本的に人的な対応を実施。よって、大泉町における多言語

翻訳サービスについては、窓口の多言語対応可能な職員が不在の際、「少々お待ち  

ください。」等の簡単なやり取りへの利用が主な用途となっている。 

・前述のように個人情報や機密性が高い内容を取り扱う可能性がある場合は多言語翻訳

サービスは利用せず職員による対応を行っており、当団体のセキュリティーポリシー

上から問題はない認識である。 
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・今後、多言語翻訳サービスを活用する上の課題としては、翻訳の正確性、公文書の  

専門用語や文書名に対応ができていない、また、再翻訳を行った場合でも信頼の  

おける翻訳文であるのか確証が持てない、話し手の真意や感情等機微にわたる部分の

正確な翻訳が不可能等、翻訳の質であると考えている。 

・一方、翻訳の正確性の向上及び正確性を数値等で客観視できるシステムが構築される

ことで、より安心して多言語翻訳サービスを活用できるとの意見もあり、期待される。 

 

 

④ 外国人対応・多言語翻訳サービス活用における課題と今後の期待 

・相談者の 70％以上がポルトガル語話者であり、スペイン語と併せて通訳対応が可能な

職員を雇用しているが、対応言語以外の相談が来た際、前述の２言語ほど速やかな 

対応はできていない。 

・また、正確に情報を提供できないとトラブルに発展することも考えられるので、   

多言語翻訳サービスの利用においては、本当に正確な情報伝達ができているのかの 

判断基準があいまいであり、若干課題があると考えている。 

・在留外国人も生活者の一部であり、住民全体への政策を展開していることから、予算

についての課題は特にない。 

・今後、多文化共生社会を築いていく上で、多言語対応の重要性が高まることが推測  

される。多言語対応全体に対する一般的な「多言語対応モデル」の指針やガイド   

ライン等の整備が行われることで、よりよい多言語対応を提供することが可能になる

のではないかと期待している。 

・主にセキュリティの面からどのような多言語翻訳サービスを利用することが推奨  

されるか等の記載があることで、対応者（利用者）としても、それらを使って安心  

して行政サービス等を提供することができるため、前述のようなガイドラインや指針

の策定及び整備を行うことに期待している。 

 

 

⑤ 「やさしい日本語」の活用について 

・大泉町役場職員へ向けた「やさしい日本語」の研修を行っており、窓口対応レベル  

であれば「やさしい日本語」で実際に対応をすることが可能。また、窓口対応だけ  

でなく、HP や災害時にメールでの情報配信を行う際に活用している。 

・2019 年の台風 19 号の際には、「やさしい日本語」を活用して外国人向けの台風被害 

申請のための案内等を実施。 

・「やさしい日本語」を活用することで、誤って相手へ伝わることが少ないと感じる  

反面、利用に不安を感じる部分もあり、どこまで「やさしい日本語」へ変換をして  

よいのか、正確に伝えられているのかといった部分が大きな懸念材料。 

・外国人住民の傾向としては、同じ国籍の住民が多い人の場合、同国籍の身内や職場の

同僚などに通訳を依頼し、来庁されるケースが多く、日本語を話すことができる方は

少ない傾向にある。同じ国籍の住民が地域内に少ない人の場合、身内や職場の同僚と

いった身近なところに母国語を話す人がいないため、自力で事態の解決を図る必要が
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あり、日本語を話すことができる人が多い印象が強い。 

・「やさしい日本語」を活用することで、「伝わりやすさ」、「安心感」などの点では非常

にメリットがあると考えられるが、全ての人に合わせた「やさしい日本語」の形を  

作ることは難しく、一律での対応ができない部分に困難な部分も残る。 

・また、原文から「やさしい日本語」に変換した場合、正確に情報の伝達を行えている

のか、適切な文章にできているのか、真意を伝えることができているのかなど、使用

者自身の中で判断できない部分も多く、懸念材料も存在する。 

・さらに、簡潔かつ明瞭な日本語を活用することは、一方で職員と相談者の適切な距離

感のつかみ方が難しくなる。「やさしい日本語」を活用することで、友人や知人との 

会話に近い形での発話になることが多く、適切な距離感を保つことが難しいという 

懸念がある。 

・現在、既に「やさしい日本語」を活用し、研修等も行っており、引き続き活用を    

進めていく。 
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2.2.4  神奈川県 国際文化観光局 国際課、 

公益財団法人 かながわ国際交流財団（R2.3.6ヒアリング） 

   

【基礎情報】 

№ 項 目 概 要 

１ 団体名 神奈川県 

２ 人口① 9,201,825人 

３ 外国人登録数② 228,275人 

４ 外国人住民割合③：②/① 2.48％ 

※全国 2.1％ 

５ 多い外国人 中国、韓国、ベトナム、フィリピン、ブラジ

ル 

６ 特記事項 ・日本最大の中華街があり、中国からの移住者

が多い。 

・県からの委託事業により、かながわ国際交流

財団が、多言語に係るワンストップ窓口 

「多言語支援センターかながわ」を運営。 

７ 多言語音声翻訳サービスの導入 導入済み 

・サービス名（事業者） ポケトーク（ソースネクスト（株）） 

・導入時期 2019年度より導入 

【出典】① 「神奈川県 人口統計調査」公表資料 2020年１月１日現在 

⑥ 「神奈川県 県内外国人統計（外国人登録者統計）」2020１月１日現在 

 

 

①  神奈川県における外国人対応について 

① -1．現状 

・外国人からの問合せ対応の他、外国人対応を行っている神奈川県内の地方公共団体の

担当者からの依頼等により、電話通訳やメールでの問合せ対応を実施。日本語による

地方公共団体職員からの相談が４割ほどを占める。 

・およそ月間約 800 件の対応を実施。令和元年６月に、多言語ワンストップ窓口の、    

対応言語や対応曜日を拡充。 

・新型コロナウィルス関連の問合せが増加しており、災害や大きなニュースが取り上げ

られた時には入電が増加する傾向（ヒアリング実施日：R2.3.6）。 

・委託先の（公財）かながわ国際交流財団において多言語に係る職員を雇用しており、

月～金曜日において、英語、中国語、タガログ語、ベトナム語、スペイン語、ポルト

ガル語、ネパール語、タイ語、韓国・朝鮮語及びインドネシア語の 10 か国語に    

ついて、曜日ごとに対応が可能。 

・加えて、「やさしい日本語」での相談にも対応。 

・医療・保健福祉・子育て等の分野においては、あらかじめ外国語で翻訳した資料を  
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用意し、情報提供している。 

・神奈川県下各市町村の HP 等を活用し、個別の問合せに対応。 

・言語圏、文化圏の違いによって相談内容の差異が生まれることは少なく、「言語の壁」

により何かしらの問題が発生した際に相談をする人が多い。 

 

① -2．課題等 

・現在、神奈川県において対応が多い言語は、ベトナム語である。 

・希少言語としては、タミル語、ラオス語、カンボジア語、モンゴル語、ミャンマー語

等。対応可能な業者等がなく、これらの言語に対する対応が出来ていないことが課題。 

 

 

② 多言語対応が必要な業務について 

・「地方公共団体における対応業務一覧」※に記載の業務については、基本的に対応可能。

相談を受けた案件については、基本的に全ての案件について、担当部署や団体へ紹介

し、解決への道筋の提案を案内。 

・在留資格に関するの問合せが多く、判断の難しいケースも多い。 

・金銭トラブルに関する相談も一定数あり、専門機関と連携しながら対応。 

  事例）金銭トラブル 

日本語で入電があり、外国人の方が分からず返事をしている間に契約が成立

してしまい、購入してしまうケースが報告されている。 

 

 

③ 多言語翻訳サービス活用の実態について 

・専用機器（ポケトーク（ソースネクスト（株））を購入・利用。 

・SIMカードの購入もしているが、窓口での利用の際には Wi-Fiへ接続し利用。 

・しかしながら、基本的に通訳対応が可能な職員が対応することから、多言語翻訳   

サービスの利用は極めて稀。 

・SIM カード内蔵のタブレットのため、窓口以外の対応も可能ではあるが、現在、窓口

以外での使用はしていない。 

・当該サービスの利用に当たり、事業者等に情報が保管されること、利用した場合に  

情報を取得される可能性があることは了知。そのため、現在、個人情報などの機密性

の高い情報を取り扱う場合には利用していない。 

・多言語対応は基本的に通訳可能な職員が対応するため、個人情報や機密情報性の高い

情報を取り扱う場合は、職員が対応し多言語翻訳サービスは利用していない。 

窓口において、多言語対応可能な職員が不在の際、「少々お待ちください。」等の簡単

なやり取りの利用が主な用途。そのため神奈川県のセキュリティポリシーに照らし 

合わせ、問題はない。 

・利用している多言語音声翻訳サービスに関する実際の活用上での課題は、翻訳の質が

高くないこと、相手からの発話もあるため手間と時間的なロスが発生すること、  

話し手の話し方や声質によって音声認識が機能しないこと等。 



                                   

- 20 - 
 

・音声合成の機能や、カメラ機能を利用した画像からの翻訳の対応言語の拡充を求める

等の要望あり。 

 

 

④ 外国人対応・多言語翻訳サービス活用課題と今後の期待について 

・在留外国人住民の受入れに当たっては、日本人側が当該外国人の状況について十分に

理解していない部分があり、今後、受入側の体制の改善が求められる。 

・多言語対応に関する新たな予算の確保は難しい。多言語対応について総務省等から 

国としての指針やガイドライン類が発表されるなら、各地方公共団体の後押しとなる

と期待している。また、例えば標準仕様書案等が公開されるなら、多言語対応を実施

する上で非常に参考になると考えている。 

・他の都道府県や市区町村の多言語対応実施政策項目の一覧等の資料等があれば、参考

にすることにより質の高い効率的な対応が可能となり、非常にありがたい。 

・特に災害時対応のためには、事前の対策を講じることが必要で、国による対応指針や

マニュアル等があれば関係部署への依頼がしやすくなると考えている。 

 

 

⑤ 「やさしい日本語」の活用について 

・（公財）かながわ国際交流財団においては、月～金曜日まで、「やさしい日本語」に   

より窓口や電話による問合せに対応。 

・神奈川県の HP においては、多言語及び「やさしい日本語」のページを掲載しており、

「やさしい日本語」も多文化共生対応の一環と考えている。 

・「やさしい日本語」を活用した方が多言語翻訳サービスの翻訳の質は高いのではないか

と考えている。その反面、難易度を下げすぎてしまうと、意味が変わってしまう場合

があり、この点に留意しながら活用する必要がある。 

・「やさしい日本語」を活用する際のメリットとして、機械翻訳を活用する際に翻訳の質

を上げることが可能、また一括で機械翻訳を行う際に有効ではないかと考えている。 

・しかしながら、前述のとおり簡単にしすぎてしまうと意味が変わってしまうことが 

あり、利用者の工夫が必要。 

・ただし、「やさしい日本語」についても、現状として職員ごとの対応となっていること

から、こちらも併せて国からの指針等が出されると、外国人への対応向上が期待  

できると考えている。 

・また、視覚的に相手に情報を伝えることができるよう、写真やイラストと「やさしい

日本語」の双方で説明ができるようなプロダクトがあると、非常に良いと考えている。 

・神奈川県では、既に「やさしい日本語」を導入しており、今後も活用を続ける予定。  
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2.2.5 東京都新宿区 地域振興部 多文化共生推進課（R2.2.25ヒアリング(メール)） 

 

【団体情報】 

№ 項 目 概 要 

１ 地方公共団体名 東京都新宿区 

２ 人口① 348,424人 

３ 外国人登録数② 42,466人 

４ 外国人住民割合③：②/① 12.18％ 

５ 多い外国人 中国、韓国、ベトナム、ネパール、台湾、

ミャンマー 

６ 特記事項 大久保、百人町周辺に中国、韓国人の住

民が多い。 

７ 多言語音声翻訳サービスの導入 テレビ通訳サービス 

８ ・サービス名（事業者） どこでも通訳 

（（株）スマートボックス） 

９ ・導入時期 2017年 4月 

10 ・ログ・データの保管 

（端末、事業者サーバ） 

 ログはあり。通話内容は残らないが言語

別通話時間は日々記録される。 

【出典】「新宿区 住民基本台帳の町丁別世帯数及び男女別人口」（日本人と外国人の合計) 

「新宿区 住民基本台帳の外国人住民国籍別男女別人口」令和２年２月１日現在 

 

 

① 新宿区における外国人対応について 

① -1現状 

・新宿区在住の外国人住民のうち、30％以上が中国国籍であり、韓国国籍の住民と      

合わせると、59％を占めている(令和２年２月１日現在)。 

・大久保周辺、百人町に中国及び韓国国籍の住民が数多く集住しており、窓口等での  

相談や問合せ対応の中で最も多い言語は中国語である。 

・多言語対応については、外国人相談窓口として、公益財団法人 新宿未来創造財団に

委託し、区役所本庁舎では、英語、中国語、韓国語の相談員を常駐。また、      

しんじゅく多文化共生プラザでは曜日により、英語、中国語、韓国語、タイ語、    

ネパール語、ミャンマー語の相談員を配置。他の言語についてはテレビ通訳サービス

で補っている。 

・また、外国人が多く訪れる窓口には事前に多言語翻訳した資料等を用意しているほか、

HP で多言語による情報発信も実施。必要な主要言語での対応を行っており、概ね問題

ないと考えている。 
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② 多言語対応が必要な業務について 

・ヒアリングを実施した地域振興部多文化共生推進課においては、新宿区へ転入して 

きた外国人向けの新生活スタートブックの作成や新生活の情報をまとめた HP の公開

等、外国人に向けての情報提供や相談窓口での対応を行っている。 

 

 

③ 多言語翻訳サービス活用の実態について 

・（株）スマートボックスのテレビ通訳サービスを利用している。 

・窓口対応だけでなく相談対応や、外国人住民の住居へ赴く必要がある場合など、必要

な際に利用できる体制を構築。テレビ映像通訳であり、録画や記録はしていない。 

・当該団体の情報セキュリティポリシーに準じて、利用している。どのような変更を行

ったのか？ 

 

④ 外国人対応・多言語翻訳サービス活用における課題と今後の期待 

・現在、テレビ通訳サービスを導入しているが、自動翻訳については今後、AI を活用 

することで、精度が上がることを期待している。 

 

 

⑤ 「やさしい日本語」の活用について 

・区政情報課発行の職員向け「情報発信のためのルールブックへ記載し、活用している。 

・「やさしい日本語」を活用することで、災害等の緊急時情報の伝達スピードが速くなる

ことが利点として挙げられるが、その反面情報量が減少し、正しく伝わらない可能性

がある。 
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2.3 ヒアリングまとめ 

2.3.1 多言語翻訳サービスについて 

● 今回ヒアリングを実施した地方公共団体は、在留外国人が比較的多く、既に何らか

多言語対応を実施している。これらの団体においては、概ね、対応が必要な外国人、

つまり言語が比較的限定されていることから、通訳、語学の堪能な職員等による対応

を実施しており、多言語翻訳サービスは利用しているものの、活用は少ない。 

一方で、希少言語への対応については、多言語翻訳サービスへの期待が大きい。 

● 多言語翻訳サービスによって、ログやデータが事業者に残ることから、同サービス

は窓口における簡易な案内等に利用し、複雑な相談事項については通訳や語学に堪能

な職員で対応しているのが現状である。 

● 情報セキュリティポリシーや個人情報保護条例と照らし合わせ、問題ないとしてい

るケースが多いが、上記のとおり使い分けをしており、地公体における多言語翻訳サ

ービスの利用は限定的であるためではないか、と推測される。 

● 多言語翻訳サービスについては、本当に正確な翻訳ができているのか不安視されて

いる点がある。 

 

 

2.3.2 「やさしい日本語」について 

● やさしい日本語については、多文化共生対応の一環として捉えられており、以下の

とおり、活用の場等は様々。 

・多言語翻訳サービス利用時に活用することで、その場における翻訳の質が上がる  

のではないか。 

・相手方（在留外国人等）が片言であっても日本語対応が可能である場合等にも効果的

に使用。 

・HP や「市政だより」等において、多言語対応だけでなく、「やさしい日本語」による 

情報発信等も実施。災害時や新型コロナウィルス感染対応等、緊急時の情報発信にも

活用。 

●  既に利用している団体や、災害時等の活用をきっかけに職員あて研修を検討する 

など、今後も活用されていくと考えられる。 

 

● 一方、「やさしい日本語」に変換することで難易度を下げすぎてしまうと、意味が 

変わってしまう場合があり、この点に留意しながら活用する必要がある。 

  原文（日本語）から「やさしい日本語」に変換したことで、正確に情報の伝達を行

えているのか、適切な文章にできているのか、真意を伝えることができているのかな

ど、使用者自身の中で判断できない部分も多い。誤って相手へ伝わることが少ないと

感じる反面、利用に不安を感じる部分もあり、どこまで「やさしい日本語」へ変換を

してよいのか、正確に伝えられているのかといった部分が大きな懸念材料。 
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●  「やさしい日本語」を活用することで、災害等の緊急時情報の伝達スピードが速く 

なること利点がある一方、反面情報量が減少し、誤った情報を伝えてしまう可能性が

懸念点として挙げられる。 

●  「やさしい日本語」を活用することで、「伝わりやすさ」、「安心感」などの点では 

非常にメリットがあると考えられるが、全ての人に合わせた「やさしい日本語」の形

を作ることは難しく、一律での対応ができない部分に困難な部分も残る。 

●  簡潔かつ明瞭な日本語を活用することは、一方で職員と相談者の適切な距離感の 

つかみ方が難しくなり、適切な距離感を保つことが難しいという懸念がある。 
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※【参考】地方公共団体における対応業務一覧例 

項目 

１．基本的な手続き ① 引っ越し・住まい 転入・転出 

住居探し 

公営住宅への入居 

その他 

② 外国人登録 入国・出国 

帰化 

在留資格 

パスポート 

２．子育て・教育 ③ 子育て 子供の健康診断や予防接種 

助成金や給付金 

保育所・保育サービス 

幼稚園 

子育て支援サービス 

その他 

④ 学校教育 小学校 

中学校 

高校 

大学／専門学校 

その他 

３．就業 ⑤ 就職・仕事 職探し 

職業訓練 

雇用保険・失業保険 

開業・起業 

その他 

４．ライフイベント ⑥ 結婚／離婚 結婚 

離婚 

その他 

⑦ 妊娠／出産 健康診断 

病院 

助成金、給付金 

支援サービス、講習会 

その他 

５．社会保障 ⑧ 国民健康保険 制度について 

加入 

支払方法 

延滞、督促、減免 
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給付 

その他 

⑨ 国民年金 制度について 

加入 

支払 

給付 

その他 

⑩ 税金 住民税 

固定資産税 

軽自動車税（市区町村） 

⑪ 高齢者／介護 助成金、給付金 

健康診断 

病院、介護施設 

健康相談 

介護支援サービス、講習 

介護保険 

その他 

⑫ 生活保護 制度について 

申請 

給付 

その他 

⑬ 障害者 制度 

申請 

支援サービス 

６．防災 ⑭ 防災 避難所 

防災訓練 

防災に関する情報 

被災へのサービス 

その他 

７．生活 ⑮ ごみ 捨て方 

リサイクル 

その他 

⑯市民活動／コミュ

ニティ 

町内会、自治会 

ボランティア 

外国人コミュニティ 

国際交流協会等の支援団体 

その他 

地方公共団体のホームページ等を参照 
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第３章 

 

「やさしい日本語」に関する概要 

及び活用事例並びに多言語翻訳 

サービスにおける活用の可能性 

について 
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第３章 「やさしい日本語」に関する概要及び活用事例
並びに多言語翻訳サービスにおける活用可能性について 
 

3.1「やさしい日本語」 

  「やさしい日本語」とは、外国人にも分かりやすいように、簡単な語彙や文法で  

短くはっきり表現する日本語であり、外国人のみならず、知的・発達障害、聴覚障害

などの障害を抱える人や高齢者に対しても有効なコミュニケーション手法である。 

 やさしい日本語は、1995年の阪神・淡路大震災を契機としてはじめられた「外国人

に対する緊急時の言語対策研究会」（文部省科学研究費補助金「国際社会における日本

語についての総合的研究」）及び弘前大学の社会言語学研究室（佐藤和之教授）の調査・

研究に基づいて、震災時の外国人に対する情報提供において外国語とともに用いる 

ことが提案され、その後、減災のための「やさしい日本語」研究会（外国人に対する

緊急時の言語対策研究会の後継組織）及び弘前大学社会言語学研究室によって研究・

普及活動が行われてきた。東日本大震災時には、その有効性が確認された。 

 

※「在留支援のためのやさしい日本語ガイドラインに関する有識者会議」 

（出入国在留管理庁・文化庁）資料より 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri15_00004.html  
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3.2 有識者会合等の実施 

・「やさしい日本語」活用の現状や、多言語翻訳サービスにおける「やさしい日本語」の

活用可能性等を確認することとして、以下の９名の学識経験者、有識者等による会合

を実施した（会合への出席の都合が付かない構成員に対しては事前にヒアリングを 

実施）。 

 

 

【有識者会合】 

日     時：令和２年３月 24日（火）15:00～16:35 

場     所：総務省 中央合同庁舎 2号館・総務省 8階「第 4特別会議室」 

ファシリテータ：(株)エルロン 石川 陽子 

 

【有識者会合】                             敬称略 

お名前 ご所属等 

打浪 文子 淑徳大学短期大学部 こども学科 准教授 

内元 清貴 国立研究開発法人情報通信研究機構 先進的音声翻訳研究開

発推進センター 企画室長 

各務 文乃 

（関谷 聡 様代理） 

横浜市 国際局 政策総務部 政策総務課 担当係長 

（同 担当課長） 

山田 一郎 NHK放送技術研究所 上席研究員 

吉開 章 やさしい日本語ツーリズム研究会／電通 

 

 

【ヒアリング（会合ご欠席者については事前にヒアリングを実施）】     敬称略 

お名前 ご所属等 ヒアリング日時 

庵 功雄 一橋大学 森有礼高等教育国際流動化機構

国際教育交流センター 教授 

令和２年３月２日（月） 

岩田 一成 聖心女子大学 日本語日本文学科 准教授 令和２年３月２日（月） 

打浪 文子 淑徳大学短期大学部 こども学科 准教授 令和２年３月 10日（火） 

※会合にもご参加 

土井 佳彦 非営利活動法人 多文化共生リソース  

センター東海 代表理事  

令和２年３月 18日（水） 

Webヒアリング 

山脇 啓造 明治大学 国際日本学部 教授 令和２年２月 28日（金） 
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3.3 有識者への事前ヒアリング 

3.3.1 一橋大学 森有礼高等教育国際流動化機構国際交流教育センター

教授   庵 功雄 様（R2.3.2ヒアリング） 
 

① ヒアリングのポイント 

・庵構成員は、言語学研究の第一人者であり、災害時における「やさしい日本語」の   

活用等についても、積極的に取り組んでいる。 

・言語学上の「やさしい日本語」の特徴について、また「やさしい日本語」を活用する

上での留意点、多言語翻訳サービス利用時に「やさしい日本語」を活用することの  

利点及び課題、留意点を伺うこととしてヒアリングを実施した。 

 

② ヒアリング概要 

●「やさしい日本語」の言語的特徴について 
・原文の日本語が難しい際、「やさしい日本語」への変換が重要であり、日本語に慣れて

いない外国人への情報発信・周知においては、まずは小中学生が理解できるレベル感

に書き換えることが必要。 
・その際、日本語のレベル分けを行うことが必須。特に、公文書等の複雑な情報を   

外国人に伝えるためには、中学生が理解出来るレベルの文章から、より分かりやすい

「やさしい日本語」へと変換することが重要。 
・また、外国人に伝える場合、日本語においては主語や述語、目的語の省略が発生   

しやすいため、それらの情報を補った上で伝えることが重要である。日本語は自明の

事象やモノを省略することがあるが、正しく伝えるためには省略部分をあえて補う 

ことも必要になる。 
例えば、「2 週間後に提出してください」といった文章であれば、どこに等の 5W1H の

情報を追加することが必要。また、さらに「やさしい日本語」へ変換する場合、どの

観点から理解しやすい日本語へ変換するのか、どの対象に対して情報を伝えたいのか

というような視点が非常に重要である。 
・「やさしい日本語」による情報伝達については、情報を伝えたい相手、特に漢字圏と 

非漢字圏で留意点が変わる。漢字圏である中国等の外国人に対しては、全てを平仮名

化した「やさしい日本語」の活用は逆効果であり、ルビも不要。「やさしい日本語」の

活用に当たっては、すべてルビをふるのではなく、相手によってルビの有無を使い 

分けられるような配慮も必要である。 
 
●日本語以外を母語とする方への災害時の情報発信について 
・災害発生時の対応のためには、事前の準備が最も重要である。 
例えば「生命を守る行動」と説明した場合、その言葉の中に含まれる複数の状況の  

可能性を精査し、事前に文章等を取り決めておく必要がある。 
・災害発生時に発表する避難勧告等の文章の「元」となるものは、公文書のような   

難しい文章でも問題はない。専門家が元の文章を理解しやすいように編集して発表 
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することにより、伝えたい相手にとって分かりにくいという問題は発生しない。 
・事前に、想定される災害時に発信する文章をテンプレート化しておくことにより、  

外国人等だけでなく一般の人にも伝わりやすい文章を作成することが可能。文章の 

テンプレート化までを専門家に任せることが望ましい。 
・公文書を段階的に分かりやすい言葉へ変換した後に、機械翻訳等を利用して外国人等

に伝える文章の素案を作成し、次に、外国語に精通している者にのみ理解できるよう

な外国語特有のニュアンスについて、訳者や通訳者が手を加えることで、緊急時でも

速やかな情報発信が可能となる。 
・文章の素案は、事前に作成することで災害発生時により迅速に情報提供が可能になる。

緊急時に修正が必要となる場合においても、原文の日本語を事前に中学生程度が理解

可能な日本語に変換しておくことで、希少言語のように対応者が少ない言語の場合に

おいても、希少言語を母語としかつ日本語をある程度理解している外国人に翻訳を 

依頼することが可能となるため、時間と手間の大幅な短縮が可能になる。 
・この際、注意点として、公文書をそのまま機械翻訳を用いて訳すと現状では誤った  

翻訳結果が出る可能性が非常に高く、専門知識を持つ人の手により、事前に理解  

しやすい文章を作成しておくことが必須である。 
なお、ここで指している専門知識とは、語彙的なものから構造的なものまで多岐に  

わたるため、言語学や、また翻訳作業を行う上で必要な知識のことを指す。 
・災害時の多言語対応については、平時の段階から緊急時のための対策を練ることが 

非常に重要である。 
 
●多言語音声翻訳サービスの現状について 
・近年、音声認識技術が格段に向上したことは明らかである。聾者との会話や、会議を

する際、必要な音声を認識し文字へ変換することが可能になった。 
かつて米国の心理学者スティーブン・ピンカーは、音声認識の技術について、言語や

人物ごとに、発音や発声、音声の区切りなど様々な要素がそれぞれ異なるため、機械

によって音声を認識することは不可能であろうという意見を発表していた。 
・音声認識技術が発展した上で、機械翻訳の訳質が悪いと言われることがあるが、翻訳

を行いやすい文章を作成してから変換する必要がある。その際留意すべき点は、語彙

の難易度ではなく、文章構造の難易度である。語彙は、現代の技術で簡単にデータ  

として投入することが可能であるが、文章構造をデータとして投入することは非常に 

難易度が高く、文章構造の分かりやすいものに変換することが必要である。 
・日本語という言語の特徴は、自明のことを省略することが多いが、自明のことを省略

せず使用すること、代名詞の省略を無くすこと等の工夫が求められる。 
・日本語に限らず、代名詞の問題は他の言語の世界にも顕在化しており、文章上、   

おもてに出ないため判別については困難。 
・また、同じ文化又は言語圏で生活している人間にのみ共有されている常識は、機械  

翻訳を用いて伝えることは難しい。暗黙の了解や機微を察することも機械翻訳に  

求めることは不可能であることから、今後の解決すべき課題であると考えている。 
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・これらの問題は、機械翻訳の備えるコーパスがどれだけ大きくなったとしても、AI に
よる学習が難しく、機械翻訳として困難な部分に該当する。 

・一般的に AI を導入すれば全て解決できると考える人も多いが、AI により全てを解決

することは難しく、事前のデータがない状態では何も行うことはできない。機械翻訳

にデータを十分な量投入していなければ、翻訳の質の低くなることは当然である。 
 
●日本語教育の必要性について 
・在住外国人の居場所を作る方法の一つとして「日本語教育」の必要性が高い。 
・情報を発信した際に相手が受け取ることばかりに気を取られがちであるが、受信者が

情報を受け取って終わるのではなく、その受信者を新たな発信者として考える必要が

ある。 
例えば、外国人が情報を受け取り、その家族や職場の同僚等に情報を拡散することは

考えられる。そのため、発信した情報が多言語に変換される可能性があることを留意

する必要がある。 
・また、就労や納税等、日本社会で生きていく上である程度日本語の知識は必要。外国

人の自己実現のためには日本語教育が重要であると言える。 
・さらに、日本語教育に限らず、母国語教育にも重点を置くべきである。例えば、    

小学校低学年程の年齢の子どもが海外から日本へ移住した場合、日本語の習得が早い

反面、母国語を忘れるスピードも早く、日本語教育と母国語教育の両立を目指すこと

も必要であると考えている。 
・他にも、日本独特の和製英語にも問題があり、公の標識が正式な英語や英文になって

いない場合、外国人に誤解をもたらし、問題の発生へとつながる恐れがある。 
仮に公の標識等を改善したとしても、それだけでは本質的な解決にはならず、外国人

が日本語を学ばなくてもよいということにはならない。 
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3.3.2 聖心女子大学 日本語日本文学科 准教授 

岩田 一成 様（R2.3.2 ヒアリング） 
 

①  ヒアリングのポイント 
・岩田構成員は、日本語教員の経験が長く、近年は研究テーマとして公用文の難解さと

その原因を扱っている。 
・現在、様々な地方公共団体や、医療機関、教育機関などを対象にした「やさしい日本

語」に関する研修を実施しており、実際の現場での取組みや課題等について把握  

されている。 

・「やさしい日本語」を実際に活用している事例やその際の留意点、多言語翻訳サービス

を活用する際の「やさしい日本語」の活用に関する利点及びその課題等について、  

ヒアリングを実施。 
 

② ヒアリング概要 
● 地方公共団体職員の「やさしい日本語」の活用状況について 
・実際に岩田先生が地方公共団体職員向けの研修を行う際に、書き言葉である公用文 

よりも、話し言葉である窓口での対応のニーズが高いと感じる。ただ、書き言葉で  

ある公用文を改めた方が波及効果は大きいと考えている。 
・外国人対応だけでなく、福祉関係で高齢者等と話す際に、「やさしい日本語」を活用 

することで、誤解なく対応することが可能。行政の公文書は非常に難しいことが多く、

それが問題の根幹になっている。 
 
● 多言語翻訳サービスの活用状況について 
・「VoiceTra」、「ポケトーク」などの多言語翻訳機を活用している地方公共団体は多く 

あり、実際活用する中で、機械翻訳の性能自体は飛躍的に向上していると考えている。 
・併せて音声認識の技術も非常に向上しており、「やさしい日本語」を使わずに話さなく

とも翻訳が可能な段階まで進歩している。 
・しかしながら課題も存在している。事前に多言語翻訳機により発話する内容が   

固まっている場合は、事前に翻訳しやすい文章に変換しておくことが可能であり、 

翻訳しやすいが、突発的な案件の際は柔軟な対応が求められるため、臨機応変な利用

が必要となる。 
・また、受動態や使役の助動詞が使われる場合は主語の省略が発生するため、誤訳や  

エラーが発生する可能性が高くなると考える。 
・地方公共団体職員の中には、多言語翻訳機を利用することに慣れて上手な職員もいる。

彼らは、多言語翻訳機械を利用する際には「やさしい日本語」により簡略化した表現

は使わず、主語の省略等に気を付けた文章で利用している。 
・運用面における留意点は、調達後利用回数をこなし、機械翻訳との最適な対話方法を

模索することが挙げられる。 
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● 多言語翻訳サービス利用の際の「やさしい日本語」の活用に関する課題について 
・外国人が公文書を理解することの難易度が高いことは前述のとおり。 
しかしながら、単純に「やさしい日本語」へ変換すればよいわけではなく、言語的な

問題だけではなく様々な問題が複雑に絡み合っている。 
・特に地方自治体においては、敢えて「やさしく」日本語に変換することを躊躇する    
ことがある。例えば、地方公共団体が金銭に関わる情報を直接的な表現により住民に

伝えた場合、苦情に繋がることが多く、敢えて遠回しな表現を用いて伝えることが 

多い。そのため、難解な文章になることが起こりうる。どの言語であっても、遠回し

な表現を用いることがより丁寧な印象を与えることは「ポライトネス理論」※として

指摘されており、日本語に限らず公文書においてはこのような問題が発生しやすい。 
※「ポライトネス理論」：1987年に、Penelope Broun博士と Stephen C. Levinson博士 

が提唱した理論で、会話相手との関係性を適切または良好に保つため、配慮して発言 

するというもの。 

・また、公文書の場合、正確性を期すために、複数ある可能性を全て記載する必要が  

あり、例外的な事象を生み出さない構造の文書となっている点に留意すべきである。 
公文書は、全ての課題をクリアにする必要があるため、例外情報をも記載することが

求められる。例外情報を記載すればするほど難解な文書になり、例外の事象数が多い

都会であればあるほど公文書の難易度が高まることになる。 
・また、外国人は「オノマトペ」の理解が難しいため、特にその出現頻度の高い医療   

現場では注意が必要である。医療現場においては、「やさしい日本語」と多言語翻訳 

サービスの併用、重要な内容の場合は通訳者を介することが望まれる。 
・「やさしい日本語」、多言語翻訳サービスのどちらか一つですべてをカバーできるわけ

ではない。状況に応じて使い分けることが必要である。現段階では「やさしい日本語」

のような、少なくとも機械翻訳の際にもある程度有用なものを配慮した日本語は必要

である。 
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3.3.3 淑徳大学短期大学部こども学科准教授 

  打浪 文子 様（R2.3.10 ヒアリング） 
 

① ヒアリングのポイント 
・打浪構成員は障害者福祉についての研究活動をしており、主に知的障害を持った方 

への支援に関する取組みを行っている。 
・「やさしい日本語」を活用した情報提供についての知見があり、「やさしい日本語」の

活用の可能性、「やさしい日本語」を活用した知的障害のある方と外国人への情報提供

の差異や、類似点等のご意見をいただくこととしてヒアリングを実施。 
 （当初、有識者会合へのご参加が困難とのことでヒアリングを実施したが、会合にも

ご参加いただいている。） 
 
② ヒアリング概要 
● 知的障害者福祉と外国人対応における「やさしい日本語」の差異について 
・知的障害者へ情報を伝達するための「やさしい日本語」と、外国人へ情報を伝達する  

ための「やさしい日本語」のあり方は異なる点がある。 
外国人は、第一言語が日本語以外の他言語話者であり、日本語は第一言語にはなり 

えない。それに対し、知的障害者は日本語が第一言語であり、大きくこの部分に差異

が存在する。 
・知的障害者を対象とした場合、本人達が情報を取得できるよう文章の工夫と、情報の

取得自体を容易なものにする工夫の双方の必要がある。 
・また、情報の取得後、更に自分自身から情報を発信できるよう対応することも重要。 
・しかしながら、本質的な問題として、知的障害者を対象とした資料、文書等は少なく、

知的障害者向けの資料の作成が求められる。 
・外国人の場合は、言語だけでなくこれまで生活してきた文化も異なり、語彙に関して

も、日本語を第一言語とする知的障害者とは大きく異なる。 
・知的障害者の場合、自身が持つ単語のイメージに引っ張られがちである。マイナスの

イメージを持つ語彙を使用した際に、ネガティブな意味が含まれていない場合でも、

ネガティブに受け取る可能性があるため、一概に「やさしい日本語」への変換は   

難しく、今後の生活や、人生を左右されるような場合においては、一人ひとりに   

合わせた言葉の選択が必要になる。 
・知的障害者向けの「やさしい日本語」を作成する際に重要なことは、不足している  

部分を補い追加することにある。外国人向けの「やさしい日本語」は、文章を簡潔に

することに重点を置いており、この点においても相違点を見て取ることができる。 
・知的障害者は、そもそもアクセスできる情報源が少なく、今後、知的障害者向けの  

「やさしい日本語」が世の中に増えていくことにより、自分自身で情報にアクセスし、

取得することが可能になると考えている。 
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●音声翻訳技術と「やさしい日本語」の今後の活用可能性について 
・現状では、知的障害者については、Siri のような AI アシスタントの機能が充実する

ことにより情報の取得が可能となると考える。音声から情報を取得することが容易に

なれば、知的障害者や視覚障害者の方にとっては情報の取得の可能性が高まる。  

その際、「やさしい日本語」の普及が進み、また、音声認識の機能が進むことで、情報

収集という観点からみると「やさしい日本語」の活用可能性は非常に高いものと  

言える。 
・また、多言語翻訳サービスに用いられる音声翻訳技術が更に進歩することで、視覚  

障害者、聴覚障害者、知的障害者、外国人等向けにそれぞれ分けて「やさしい日本語」

を活用する必要が無くなり、幅広く横断的な活用が可能となると考えている。 
・外国人との会話において、本来は第一言語による対応が最も適当だが、第二言語と  

して「やさしい日本語」を活用する可能性は、今後非常に期待している部分でもある。 
・また、障害者福祉と外国人の関連性を見ると、介護職は慢性的な人手不足もあり、  

外国人労働者が多く就労している。そのため、外国人と被介護者のコミュニ    

ケーションにおいて、「やさしい日本語」の活用が両方向的に求められるものと考える。 
・さらに、「やさしい日本語」だけでなく、情報を伝える際に標識やピクトグラム等も 

活用することで、外国人用、障害者用といった切分けを行う必要がなくなり、前述の

ように包括的な活用が期待される。 
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3.3.4 特定非営利活動法人 多文化共生リソースセンター東海 

代表理事 土井 佳彦 構成員（R2.3.18webヒアリング） 
 

① ヒアリングのポイント 

・2011年の東日本大震災をはじめ、被災地での被災者への支援を数多く経験されており、

災害発生時の情報発信や多言語対応についての観点からご意見をいただくことと 

して、ヒアリングを実施。 

 

② ヒアリング概要 

●「やさしい日本語」の活用について 
・他者とコミュニケーションを取る全ての場面で「やさしい日本語」の活用が可能。 
仮に災害発生時に、対象者の第一言語が日本語であったとしても、行政から周知  

される公文書の内容や語彙については、理解が困難な部分が多い。 
・東日本大震災の発生時、自治体から資料を送付され、国際交流協会が多言語で翻訳を

行ったが、公文書は行政用語や災害分野等の専門用語が多く使用される傾向にある 

ため、理解するのに非常に難易度が高く、協会職員でも原文の理解が難しいものも 

あったと聞く。 
・そのため、日本語の難易度のレベルを３段階に分ける必要があると考えている。 
１段階目は原文の公文書レベル、２段階目は日本語を第一言語としている一般の方達

が容易に理解することが可能なレベル、３段階目は外国人等の日本語学習者を対象 

とした際に、容易に理解可能となるよう配慮したレベル。 
・この際、広義には第１段階から第２段階に修正した文章も「やさしい日本語」と   

言えるだろうが、狭義かつ一般的には、第３段階目の日本語を学習する外国人への 

配慮がなされた文章が、「やさしい日本語」と呼ばれている。 
・「やさしい日本語」利用のメリットは、相手に理解される可能性が大きく上昇する点。

一方、デメリットは、対象者がはっきりしない場合に、例えば、漢字圏・非漢字圏の

ように様々な形で「やさしい日本語」を使い分けることが想定されるが、一つの  

「やさしい日本語」で全ての外国人に対応することが難しい点。 
・欧州は、定住する外国人に対して習得する語学レベルの規定を設けているため、   

ある程度の語学レベルを持った上での生活を求められる。しかし日本には、欧州の 

ように定住外国人に求める日本語のレベルの規定はなく、多くの場合日本語を話せ 

なくても在留資格の取得・更新に支障がないこともあり、外国人が日本語を学ぶ機会

を失っていることもあるため、支援者が思うような「やさしい日本語」でも理解が  

難しい可能性もある。 
こうした状況においては、日本人と外国人の歩み寄りの妥協点として「やさしい日本

語」を活用することすらも難しい部分があることは否定できない。 
・しかしながら、日本語教育の重要性は近年周知され始めており、今後、日本語教育  

施策が充実していけば「やさしい日本語」に対応が可能な外国人は増加していくもの

と考えられる。 
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●災害時の情報発信について 
・東日本大震災発生後、「東北地方太平洋沖地震多言語支援センター」においてセンター

長として活動していた。多言語による情報提供方法として、11 言語で対応を行い、  

電話相談のホットラインでは６言語で対応を行った。 
・2011 年当時は、現在の「VoiceTra」のような機械翻訳も知られておらず、全てを人手

で対応していた。2016 年の熊本地震は機械翻訳を少し活用したが、音声翻訳について

は特に災害用語・表現において実用レベルには至っていないという印象を持った。 
・実際に被災地で活動を行い、情報発信等もしてきたが、課題として見えたものが   

地方公共団体の対応と意識について。NPO 団体の場合、情報を発信した場合の信頼性

が公的機関に比べて高いとは言えないため、必ず情報源を示す形で発信している。 

地方公共団体の HP 等からの発信は信頼性が最も高く、情報の受け手にとって安心感

がある。 
・しかしながら、地方公共団体の HP の存在を知っている外国人被災者も多いわけでは

なく、また、翻訳される情報は必要最低限のものに絞られている。 
・災害発生時に多言語の対応を行うためには、平時からの準備が必要であり、災害発生

後から対応を開始しようとしても対応が後手に回り、必要な時に必要な人へサービス

の提供が行えない可能性が高まる。 
そのため、既に(一財)自治体国際化協会から多言語資料の配布を行っているが、周知

方法に課題があり、十分に活用されていない。 
・災害時に大切なことは、「発生後も対応出来ること・対応出来ないこと」を把握し、  

出来ないことについては提携先、連携先等に事前に確認し、発生後速やかに対応に 

移せるような体制作りが重要である。 
・災害時の「やさしい日本語」の活用の課題は、支援者側に「やさしい日本語」を活用

できる人材がまだまだ少ないことである。「やさしい日本語」が効果を発揮するのは、

コミュニケーションをとる双方の歩み寄りの結果、妥協点が得られた時と考えている。 
・本来は、相手の第一言語による対応が全て可能なことが望ましいが、現実的には   

第一言語で全て対応することは不可能に近く、そのため受入側の日本社会は    

「やさしい日本語」を活用する努力を、外国人は「やさしい日本語」であれば理解が

できるレベルまで日本語を学習する努力を行うことにより、お互いが歩み寄り、妥協

点が見えてくると考える。 
・また、このお互いの歩み寄りこそが多文化共生であり、少しでも情報を取得し、自立

した生活が送れる人を増やすための方策であると考える。 
 

● 多文化共生に向けて 
・多言語対応について、現状として、地方公共団体では現場の人間が手作業で行って  

いる。事前にテンプレート化された資料が用意されていれば、その分、業務効率が  

非常に向上する可能性は高い。 
・また、地方公共団体における情報の多言語化においては、どの部署が対応するのか、

どの部署が率先して対応を進めるかという議論が多く、多言語対応が進まない印象が

非常に強い。そのため、先進的な事例を取りまとめた資料を一括で作成するとともに、
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政府や各省庁から資料の活用を働きかけることで、各地方公共団体の対応を進める 

ことができると考える。 
・今後、「やさしい日本語」に関する活動を行っていく上で最も重要なことは、信頼   

できるエビデンスを集めること。これまで「やさしい日本語」に関する調査は    

行われてきたが、確たる数値やエビデンスを残すに至っておらず、「やさしい日本語」

の有効性や効果を実証できるものがない。 
・米国の「Plain English」のように、実際に活用し事例を取りまとめることで、税務  

関連の回収率の向上や、市民アンケートの回収率などの改善がされており、そう  

いったデータや成果の蓄積こそが、今後「やさしい日本語」を活用することで重要  

であると考える。 
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3.3.5 明治大学国際日本学部教授 

  山脇 啓造 様（R2.2.28 ヒアリング） 
 

① ヒアリングのポイント 

・山脇構成員は、「デジタル活用共生社会実現会議」、また、「多文化共生の推進に関する

研究会」等の構成員を務められ、多文化共生に関する有識者として、「多言語音声翻訳、

やさしい日本語」の在り方等について知見をうかがった。 

 

②ヒアリング概要 

● 多言語音声翻訳サービスにおける「やさしい日本語」の活用について 

・先般、総務省の会議の中で、「多言語音声翻訳サービスを活用する上で、以前は『やさ

しい日本語』を活用することが必要である。」と各所で議論されていたが、近年は性能

が上がっており、機械翻訳において、必ずしも「やさしい日本語」の活用は必要ない。」

との報告が VoiceTra 開発担当者からあった。 
・しかしながら、通常の話し言葉や書き言葉を用いて多言語音声翻訳サービスを使用 

した際に、まだ必ずしも万能ではなく、「やさしい日本語」で話すことで精度向上へ 

一定の効果があると考えている。 
・「VoiceTra」については、英語は TOEIC900 点レベルという話もあるが、実際に    

試したところまだそのレベルには達していないのではないかという印象を持って 

いる。 
 
●２種類の「やさしい日本語」について 
・日本語のレベルを二つに分ける必要があると考えている。一つ目は、難解な公文書を

日本語母語話者に分かりやすいレベルまで変換すること、二つ目は、日本語学習者に

分かりやすい日本語にさらに変換することである。 
・省庁の難解な公文書を、いきなり二つ目の「やさしい日本語」に変換することは   

難しい。まず、一般の日本人に分かりやすい日本語に直すことが、情報発信する上で

欠かせないと考える。また、文書をつくった際、その概要版を用意することで、   

多言語化を進めることが容易になると考えている。 
 
●コロナ情報について 
・R2.2.25 に策定された政府の新型コロナウィルス感染症対策の基本方針には、「国民、

外国政府及び外国人観光客への正確な情報発信」とあり、国内の外国人住民が含まれ

ていなかったのは問題である。 
・また、厚労省サイトの機械翻訳による外国語のコロナ情報は問題が多い。重要な情報

は日本語で発表後、平易な日本語に直し、その上で多言語によって発信をすることに

より、迅速な周知が可能になると考える。 
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3.4 有識者会合議事録 

3.4.1 出席者等 

敬称略 

多言語翻訳サービス利用における『やさしい日本語』の活用に関する有識者会合 

日時・場所 

 

2020年 3月 24日(火) 15:00-16:35 

総務省「第４階特別会議室」 

構成員 

五十音順 

敬称略 

淑徳大学短期大学部 こども学科 准教授 

 打浪 文子 

国立研究開発法人情報通信研究機構 先進的音声翻訳研究開発推進セン

ター 企画室長 内元 清貴 

横浜市 国際局政策総務課 担当係長 

各務 文乃 

（同課担当課長 関谷 聡 代理） 

NHK放送技術研究所 上級研究員 

 山田 一郎 

やさしい日本語ツーリズム研究会 代表 

 吉開 章 

以下の皆さまについては、事前ヒアリングを実施 

※打浪構成員は、ヒアリングも実施 

国立大学法人一橋大学国際教育交流センター 教授 

 庵 功雄 

聖心女子大学 日本語日本文学科 准教授 

 岩田 一成 

NPO 法人 多文化共生リソースセンター東海 代表理事  

土井 佳彦 

明治大学 国際日本学部 教授 

 山脇 啓造 

 ファシリテータ：株式会社エルロン 代表取締役社長 石川 陽子 
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3.4.2 議事次第 

（１）多言語翻訳の取組状況 

 

（２）やさしい日本語の取組状況 

 

（３）意見交換 

①  有識者へのヒアリング模様等（事務局からご紹介） 

ア．庵構成員 

イ．岩田構成員 

ウ．土井構成員 

エ．山脇構成員 

②  多言語翻訳サービス利用における『やさしい日本語』使用のメリットについて 

③  同 有効な活用の仕方について 

④  同 課題について 

 

 

 （配付資料） 

資料１ 「多言語翻訳サービスに関する取組等」（総務省） 

資料２ 「多言語翻訳の取組状況」（内元構成員） 

資料３ 「多言語音声翻訳と<やさしい日本語>」（庵構成員） 

資料４ 「やさしい日本語と」（岩田構成員） 

資料５ 「やさしい日本語で伝える」（関谷構成員（代理：各務様）） 

資料６ 「横浜市記者発表資料」（関谷構成員（代理：各務様）） 

資料７ 「構成員へのヒアリング模様」（事務局） 

資料８ 「AI翻訳向けやさしい日本語に関するメモ」（吉開構成員） 
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3.4.3 やりとり模様 

議題１ 多言語音声翻訳の取組状況 

【総務省（安藤課長補佐）】 

・総務省情報流通振興課においては、多言語翻訳サービスの普及推進について取り組ん

でいるところ。国際戦略局研究推進室、NICT においては、2020 年オリンピック・    

パラリンピック以降、2025 年の大阪関西万博、さらにその先を見据え、技術開発を  

進めている。 

・本会合の背景について、総務省、厚生労働省の両政務官の共宰により、2018 年から 

「デジタル活用共生社会実現会議」を開催。これは、年齢や性別、障害の有無などに

関わらず、ICT を活用し、その恩恵を享受し、また担い手となり、誰もが豊かな生活

を送れるインクルーシブな社会の実現を目指すもの。当該会議の「ICT 地域活用   

コミュニティ創造部会」においては、多文化共生に向けての ICT 活用支援策が検討  

されたが、在留外国人の生活基盤の支援のために、「言葉の壁をなくす」ことが意見 

として出され、「やさしい日本語」の活用についても提言されている。 

・「やさしい日本語」が、多言語翻訳機能自体の向上に資することは難しいと考えられる

が、実際の対面時などの場において「やさしい日本語」を意識することで、その場の、

より正確な翻訳と円滑なコミュニケーションが可能になるのではないかと考えて 

いる。 

・総務省としては、「やさしい日本語」そのものについての活用の推進、また、本有識者

会合において、「やさしい日本語」の活用そのものについて推進するものではないが、

多言語翻訳サービス活用時における効果等があれば確認したいと考えている。 

・なお、令和元年 12月に閣議決定された「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応

策」においては、法務省及び文化庁が「やさしい日本語」のガイドラインを作成する

こととされている。その後、両省庁により、同年 12月 26日に、在留外国人支援のた

めの対応策としての会合が開催されている（本有識者会合の庵構成員、岩田構成員も

参加されている。）。 

・総務省と関係各社が、2014 年から産官学で取り組んでいる「グローバルコミュニ   

ケーション計画」について紹介するが、大きな目的は「言葉の壁をなくす」こと。2019

年 4月現在で 208団体が加盟し、活動している。 

・各社のサービスも普及してきており、例えば、ソースネクストの「ポケトーク」は、

14か国で展開、世界シェアで見ても３割ほどを占めていると聞いている。 

・多言語翻訳技術自体に関しては、今後も開発していく予定であり、2020 年の     

オリンピック・パラリンピックを一つのメルクマールにして逐次通訳、2025 年の  

大阪関西万博を目標に同時通訳を目指して、NICTで研究を進めていただいている。 

・多言語翻訳と「やさしい日本語」の関係性については、多言語翻訳については、今後

も更に技術開発予定であるが、現時点では「やさしい日本語」を活用することで、  

その場その場でのより正確な意思疎通を行うツールとしての活用が可能であると 

考えている。今回はそのあたりを中心に、有識者の方々からご意見を頂戴したい。 
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・在留外国人にはまずは日本語を習得していただくことが重要であるが、そのため、  

外国人側も、実際に対応をする地方公共団体職員等も「やさしい日本語」を意識する

ことも重要ではないかと考えている。 

 

 

【NICT（内元構成員）】 

・NICT では、音声翻訳の研究開発を進めており、その成果を試していただけるように、

アプリ「VoiceTra」を公開している。 

・本アプリは 31言語対応が可能。現時点では、比較的短く話した場合に高い翻訳を行う

ことが可能。重点言語としては、日、英、中、韓をはじめとしたアジアの言語、     

ヨーロッパの一部言語を対象として強化している。 

・現在、470万ダウンロードされており、シリーズ累計としては、600万ダウンロードを

越えている。ご利用いただいたログを精度向上に活用し、さらなる高度化を目指して

いる。 

・NHK をはじめマスコミで紹介されるたびにダウンロード数が上昇している。近年、  

特に高い評価を得るようになった。 

・仕組みは、簡単に言うとネットワーク型の音声翻訳である。これは、アプリを介して

音声を取り入れ、そのデータについてインターネットを介してサーバで処理した上で、

再びインターネットを介して端末アプリから音声を発話させるというもの。 

・サーバ内の処理については、大きく分けて三つの処理を組み合わせている。まず、  

音声を認識し文字に変換する処理（音声認識）、次に文字を多言語へ翻訳する処理 

（機械翻訳）、最後に翻訳を行った文字を再度音声に直す処理（音声合成）である。 

・AI、深層学習も既に取りこんでおり、最近はかなり精度が向上している。翻訳に   

関してはニューラルネットワークの方法を採用しており、意訳が可能なレベルにまで

来ている。 

・資料２の P.５を見ていただきたい。ここの例では、従来は「この地域は浸水想定    

地域は関東大震災のタイプです」と翻訳されていたものが、新方式を採用することで、 

「この地域は関東大震災型で浸水が想定されている地域です。」とより分かりやすい

文章へ翻訳が可能なレベルになっており、かなり精度の向上が見られる。タクシー、

買い物、防災などにおける翻訳精度は８割から９割に達するなど向上が見られる。 

・ここまで進歩するために 30 年ほどを要しており、長い基礎研究を行って 2008 年頃 

に概ね形作られ、近年 AI の導入により実用的なレベルまで来ている。 

・なお、これまでに２度ほどシステムのパラダイムシフトがあった。最初はルール   

ベースと呼ばれる、人が書いたルールを機械が忠実に守り動くもの。次はコーパス 

ベースと呼ばれるデータを大量に投入することで、機械がルールを自動学習する  

モデルへの変化。さらに近年では、ニューラルネットワークを活用することで、その

精度が大きく向上している。 

・様々な企業において、技術を活用し利用していただいている。短い会話であれば   

特に意識せずに通常の翻訳は可能になっている。会議などで翻訳を利用したいという

ニーズは以前からあるが、この点に関しては、課題はあるもののそのプロトタイプの
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システムがすでに開発されている。 

・従来の方法では、文の区切れ目で翻訳を行っていたのだが、現システムは文の区切れ

をより詳細に検出することが可能になっている。ご覧いただいたレベルであれば対応

は可能になってきているが、課題はまだ多くある。 

・まずスピードの問題である。人の同時通訳の場合、即時に対応が可能であり、それと

比べるとスピードに大きな差がある。逐次的な機械翻訳では、文章の全てを翻訳する

ため時間がかかる。また、発話された文章の情報のみを考慮している。一方、同時  

通訳では、限られた時間の中でコンパクトに翻訳するといった対応が求められるため、

そこまで目指す場合、文脈を考慮するとともに、発話された文章以外の要素をも考慮

して、先を予測しながら訳す必要があると考えられる。発話の背景となる分野も考慮

し、精度向上を目指していくことが今後の課題であると考えている。それらの分野に

ついても研究し、精度の向上を目指していくことが今後の課題であると考えている。 

・またデータ量も非常に重要。膨大な量のデータを収集することで精度の向上に寄与 

できるが、これまではデータの確保にかなりのコストがかかっていた。そこで、   

できる限り低コストで良質なデータを大量に蓄積するために「翻訳バンク」の    

プロジェクトを行っている。既に企業が持っている対訳のデータを提供してもらう 

代わりに、NICTのシステムを安く提供するという取組みである。 
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議題２ やさしい日本語の取組状況 

① 事前ヒアリングを実施・資料提出のあった有識者の意見（事務局から紹介） 

● 庵構成員 

・近年の日本における人口の減少に伴い、人手不足が深刻な問題となっており、国内に

おける外国人労働者数の増加、外国人人材の受入れは日本経済のためにも不可避。 

・その際、ただの「労働力」として外国人人材を扱うのではなく、30 年後の日本に    

おいて、「日本人」「外国人」という国籍の問題ではなく、日本に在住する人間が対等

に活躍する場が保証され、税金や社会保障の問題点が改善される社会を目指すことが

一つの目標となるべきである。 

・「やさしい日本語」は突然現れたものではなく、阪神淡路大震災の際の経験から生まれ

たもので、今日では災害時はもとより平時の情報提供にも活用されている。 

・平時の情報提供においては、旅行者や短期滞在者と、定住者・長期滞在者とに分けて

考える必要があるが、前者に対しては正確な英語使用による対応を考えるべき。また、

和製英語の使用や外国人に理解できないイラストの使用はやめるべき。 

・一方、後者については、英語、多言語、「やさしい日本語」での対応が想定されるが、

この中では、現状「やさしい日本語」による情報提供がもっとも妥当であると考え  

られる。その具体例として、各地方公共団体の公的文書の書き換えや「News Web Easy」

の取組みがある。 

・「やさしい日本語」には、新たに日本に移り住んだ外国籍住民の、日本社会における 

「居場所づくりのためのやさしい日本語」、外国にルーツのある子どもが年齢相応の

日本語言語能力を獲得するための「バイパスとしてのやさしい日本語」という二つの

側面がある。 

・「やさしい日本語」を目指すときに、まず日本人の発信者自身が難解な日本語の使用を

やめ、普通の日本人なら誰でも理解できるような日本語にするべき。また、災害には

多言語で発信することを前提として、「やさしい日本語」での発信もこれに加えること

が大切である。 

・機械翻訳が進んだとしても、言語の二義性や言外の意味を汲み取って行動すること 

などは、依然として言語上の壁として立ちはだかるだろう。しかし、機械翻訳は確実

に進歩しており、そのことに対するニーズも高い。AI が言語面で人間をしのぐという

ことよりも、利用する側の人間がそれをうまく使うことが重要。そのためには、   

専門家の使う日本語が、一般の日本人にとって理解できる形にすることが大切である。

（詳細は資料３。） 

 

● 岩田構成員へのヒアリング模様 

・岩田構成員は、現在様々な地方公共団体や、医療機関、教育機関などを対象にした  

「やさしい日本語」に関する研修を実施しており、実際の現場での取組みや課題等に

関する資料をお預かりしているのでご紹介する。 

・地方公共団体窓口、医療現場、教育現場などの場面における日本語は、外国人だけで
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なく一般的な日本語話者であっても理解が難しい。まずは、一般的な日本語母語話者

であれば即時に理解が可能な日本語へと、発信者が変換することが重要である。その

ような日本語を活用することで、多言語翻訳サービスの活用に繋げることも可能に 

なる。 

・音声翻訳サービス「VoiceTra」は、現状の音声認識技術の向上もあり、「やさしい日本

語」を活用しなくても、ある一定の効果を出せるレベルになっている。しかしながら、

医療や教育などの複雑な内容の場合には、相手の母国語で伝えることも必要であり、

その際、多言語翻訳サービスや電話通訳などを活用した多言語での対応が求められる。 

・多言語翻訳サービス利用の際の留意点として、具体的には、発話者の名詞の省略が  

課題となることが多く、省略された名詞を補いながら利用することで多言語翻訳の 

活用の可能性は上がる。 

 

 

②  横浜市における取組紹介 

＜各務さま（関谷構成員代理）＞ 

● 資料５・６参照。 

・資料５は「やさしい日本語」について横浜市で作成している実用的な冊子。ご参考  

までに参照願いたい。 

・横浜市の状況については、横浜市内には約 375 万人の市民が居住し、10 万人ほどが 

外国籍住民である。平成 31年４月に 10万人を突破し、大阪市についで日本で第２位

の外国人人口となっている。過去５年間で３割の増加傾向にあり、今後入管法の改正

に伴い、更に増加すると考えている。 

・横浜市で外国籍住民と接する機会としては、住民登録のため窓口に来る方が最も多い。

また、外国人の相談対応、日本語教室を開催する場所として、（公財）横浜市国際交流

協会がある。市内 10 か所に「国際交流ラウンジ」を設けており、横浜市内 18 区の  

うち 10 区に設置している。国際交流協会へ出かけなくても相談等できるような形を

取っている。 

・外国人人口が増加していく中で、中国、韓国、最近はベトナム、ネパールなど国籍も

多様化している。そのため職員など人での対応ができない部分も出てきており、ICTの

活用が必要になると考えている。 

・横浜市ではテレビ電話通訳サービスを活用している。平成 29年４月 28日に記者発表

しており、18 区中５区でこの ICT タブレットを活用している。タブレットの画面の 

向こう側にコールセンターがあり、コールセンターの方が通訳となって３者で話を 

するシステム。令和２年度には 18区に配備する予定である。しかし、人を介在させる

ため、費用が高くなってしまっていることが問題。そのため、今後、「ポケトーク」の

ような AI 翻訳機能を利用することもえている。 

・それぞれメリット、デメリットがある。テレビ通訳は、通訳者が文化的背景なども  

配慮した上で相手と話ができる点が大きなメリットであると考えている。デメリット

は、単価が高いところ。 
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・一方、AI 翻訳機は単価が安い反面、精度にばらつきがあり、行政用語への対応が   

できていない部分もあり、今後活用をしていく上での課題であると考えている。 

・現在、５区で ICT 機器を利用している。この５区は外国人住民が多い地域であり、  

職員が窓口対応をする際に、「やさしい日本語」を活用している。 

・当該地区の職員は「やさしい日本語」に慣れているが、今後、18 区に展開をするに  

当たり、「やさしい日本語」への職員の理解がさらに必要になってくるのではないかと

考えている。 

・ICT に頼りつつも、職員の中で「やさしい日本語」の普及を進めていきたいと考えて

いる。 
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議題３ 意見交換 

① 事前ヒアリング実施の有識者意見（資料７。事務局から紹介） 

ア「やさしい日本語」を活用した情報発信について 

【庵構成員】 

・多言語に関し、災害時の情報発信の点から見ると、公文書等の難易度の高い文書に  

ついては、段階的にやさしくした日本語について、機械翻訳などを利用してある程度

の素案まで作成し、残りのアウトプットを翻訳者や通訳者が手を加えることで、緊急

時であっても速やかな情報発信が可能になる。 

・このデータは事前作成が可能であり、緊急時に修正が必要な場合でも、原文の日本語

を明確化することで、希少言語のように対応者が少ない言語の場合にも、希少言語を

母語とし日本語をある程度理解している外国人へ翻訳を依頼することが可能になる

ため、時間や手間の大幅な短縮が可能になる。 

・「やさしい日本語」は、翻訳の際のツールの一種として活用が可能である。 

 

【岩田構成員】 

・実際に地方公共団体職員向けの研修を行う際に出てくる課題は、公文書等の書き言葉

よりも窓口対応での話し言葉である場合が多い。 

・「やさしい日本語」を活用することで、より簡単に対応することが可能である場合が 

ある。行政の公文書が非常に難しいことが多く、その部分が問題の根幹になっている

ことは明白である。 

・「やさしい日本語」は、多言語への変換だけでなく、福祉的な意味合いでの活用も可能

であり、活用の可能性は幅広い。 

 

【土井構成員】 

・情報を発信する際に、公文書内には業界用語や専門用語が多く使用される傾向にあり、

非常に難易度が高い。そのため日本語の難易度のレベルを三段階に分ける必要がある

と考えている。 

・一段階目としては原文の公文書レベル、二段階目としては日本語を第一言語として 

いる一般の方が容易に理解することが可能なレベル、三段階目として外国人などの 

日本語学習者を対象とした際、より理解を容易にするため、内容に配慮したレベル。 

 

【山脇構成員】 

・米国では、「Plain English」と呼ばれる平易な英語が活用されている。日本において

も、「やさしい日本語」について、幅広く活用することが望ましい。 

・また、公文書等の難解な文章から「やさしい日本語」へいきなり変換するのではなく、

最初に、一般の日本語母語話者が理解しやすい文章を作成することが必要。 
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イ 多言語翻訳サービス利用における「やさしい日本語」の活用可能性について 

【庵構成員】 

・音声認識の技術は非常に向上したと言える。そのため、多言語だけではなく聾教育  

など様々な面で活用することが可能になった。 

・しかしながら、一般的に使用される日本語を翻訳しようとした際には、問題が発生  

することも多い。特に日本語の特徴として、自明の事象を省略することがあり、目的

語などを省略した場合や、暗黙の了解について発話した際に、AI が認識せず、エラー

となる確率が高くなる。 

・技術としては向上しており、人が「やさしい日本語」などを活用し、上手に AI を利用

することが求められる。 

 

【岩田構成員】 

・現状の音声認識技術については、高性能であると言える。そのため、「やさしい日本語」

を活用せずとも、多言語翻訳サービスを活用することが可能になってきた。 

・しかしながら、すべての対応が可能でも万能なわけでもなく、主語の省略等でエラー

の原因となることが多い。 

・したがって、意識的に文章内で単語の省略を行わないことなどで、より高い精度の  

翻訳を行うことが可能である。 

 

【土井構成員】 

・東日本大震災直後、「東北地方太平洋沖地震多言語支援センター」において、被災者の

支援を行った経験があるが、当時は現在のような多言語翻訳サービスはなく、活用 

されてこなかった。 

・2016年の熊本地震の際には、被災者支援の際に活用したところ、その際、翻訳の精度

としては改善の余地があることが分かった。これらのツールの使用には工夫が必要。 

 

【山脇構成員】 

・日本語母語話者が扱う一般的な日本語を正確に翻訳することは現状の技術では難しい。

そのため「やさしい日本語」を機械翻訳に活用することの意味は現段階ではあると 

考えられる。 

・また、現状、まだ人による翻訳は重要である。しかし全てを翻訳者が対応をすること

は難しいため、状況に応じた機械翻訳の活用が求められる。 
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② 意見交換 

テーマ１：「やさしい日本語」使用のメリット 

【山田構成員】 

・NHK では 2012 年から「NEWS WEB EASY」において、ニュースをやさしく伝え、           

インターネット上で公開するサービスに取り組んでいる。 

・日本語教師が２名、OB の記者が２名の計４名によって、１日５記事を配信している。  

ギリギリの体制によりやさしい日本語のサービスを展開している。 

・NHK の報道の文章はもともと長い。１文が 100 文字を超える文章も珍しくないため、 

機械翻訳を行った際になかなかうまくいかず、市販の自動翻訳機での対応が難しい 

状況である。 

・現在「やさしい日本語」により取り組んでいる部分は、１文最大 60文字ほどで進めて

いる。文章を短くすることは機械翻訳をする上で非常に意味のあることだと考えて 

いる。 

・ただし、現在の機械翻訳はニューラルネットワークを使用したものが主流であり、綺

麗な翻訳を作るのであれば、「やさしい日本語」と英語などのペアを大量に作る必要が

出てくる。100万対ほど集める必要があるが、現在、「やさしい日本語」によるものが

そこまでないのが現実であり、もちろん英語についても同じことが言える。そのため、

今後難しい部分もあるのではないかと考えている。 

 

【内元構成員】 

・山田構成員のご意見はそのとおり。多言語音声翻訳そのものの仕組みとして、対訳の

場合、日本語文と、その言語の文の対を集め、その形を基に学習するという形を   

取っている。 

・例えば日本語から何か翻訳する場合に、対訳集と似た形の文章を入力してもらうと、

うまく翻訳を行いやすくなるが、違うスタイルの文章の場合、機械にとっては難しい

ものになる。 

・収集したデータについては、「やさしい日本語」と他言語の対訳自体はあまり多くは 

なく、通常の日本人、外国人の方が話す文章の対訳は多く集まっている状況になって

いる。データベースとしてこのような形をとっているため、入力データを「やさしい

日本語」にしたからと言って、必ずしもうまく翻訳できるとは限らない。つまり   

データベースに依存しているわけで、そのデータベースとマッチすればうまく翻訳を

行うことができるということ。そのため、多言語翻訳サービスにおいて、必ずしも  

「やさしい日本語」が必要だとは言えない。 

・また、文章を補ったほうがよいという話が出たが、なぜ補ったほうがよいかと言うと

曖昧だからである。日本語は省略されやすく、人はある程度忖度をしながら、文脈  

から発話意図を補っている。しかしながら、機械にとっては省略が多い文章は、訳の

選択肢が多い一方で、参照できる情報が少ないために絞り込めず、曖昧なものに  

なってしまう。結果として間違った訳になってしまうということがある。また、省略
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部分を補うことで意味が明確になり、機械にとっても訳しやすい形になるという  

メリットはある。 

・つまり、「やさしい日本語」に合わせたシステム設計がなされているわけではないの 

だが、「やさしい日本語」にしたことが、結果として訳しやすい入力になっていると 

いうことは言えるかと思う。 

 

【吉開構成員】 

・資料８により説明する。通常のやさしい日本語と AI 翻訳の上での「やさしい日本語」

を考えた際、それぞれ重なる部分と重ならない部分があると考えている。 

・まず、通常の「やさしい日本語」は、多言語対応をする際の一つのジャンルとしての

「やさしい日本語」と考えればよい。しかし、AI 翻訳を考える際には、AI への    

「媒介語」としての別個の「やさしい日本語」を考える必要がある。これは必ずしも

外国人に話す際に使われる「やさしい日本語」と同じではない。 

・AI 翻訳のために主語等を補うといった種類の「やさしい日本語」を活用することは 

可能だし、するべきだと思う。 

・たとえば、日本語から AI 翻訳用の「やさしい日本語」をアプリ等で変換し、そこから

多言語へ変換するというようなことが考えられる。その際に、発信者が大もとの日本

語の文章以外にもう一つ「やさしい日本語」の文章を作ることが非常に重要であると

思う。 

・多言語翻訳サービス利用における「やさしい日本語」の活用に関しては、大きな   

メリットはコストカットであると考えている。ただし、発信元が二つの文章を作る 

ということが社会的に受け入れられるかが大きなハードルだと考えている。 

・本有識者会合が開催されるということは、本格的に AI 向けの「やさしい日本語」を 

考えることが必要になったことの証しであると考えている。 

・AI 翻訳のための「やさしい日本語」と、人間のための「やさしい日本語」には重なる

点が二つある。一つ目は、リアルタイムの口頭コミュニケーションであること。   

もう一つは、大量に翻訳をする際に活用できることである。非リアルタイムの中でも

使えると考えている。 

・今回、私が提案する「やさしい日本語」が、今の「やさしい日本語」と大きく違う    

ところは、単語レベルでの言い換えの必要がないこと。単語については各言語との 

対訳表を作成することができるため、やさしく言い換える必要がない。現在の研究 

資産を生かした上で、AI 翻訳活用時に配慮が不要なものと、配慮が必要なものとの 

区別をした上で、産官学が協力して研究開発することが望ましい。 

・資料８の P.４をご覧いただきたい。現状では、英語・中国語・韓国語などの多言語  

への翻訳を専門家に依頼する際には非常にコストがかかる。しかし情報発信者が自ら

「やさしい日本語」で日本語原文を作成し、機械翻訳をすると、かなりのコスト   

カットにつながることは明らかである。 
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【各務構成員 （横浜市 関谷課長代理）】 

・現状横浜市では、テレビ通訳を活用しているため、コールセンターのスキルが高く、

「やさしい日本語」を活用しなければコミュニケーションをとることができないと 

いうことはないかと考えている。 

・しかしながら、テレビ通訳で対面での対応になるため、場面によっては「やさしい  

日本語」を活用することでより円滑にコミュニケーションが可能になると考える。 

 

 

意見交換テーマ２：「やさしい日本語」の有効な活用方法 

＜石川ファシリテータ＞ 

・やさしい日本語」の多言語翻訳における有効な活用方法としてはどのようなものが 

あるでしょうか。 

 

【吉開構成員】 

・多言語翻訳が必要な範囲は、人間の生活全てと言えるほど広い範囲になっている。  

しかしながら、人権や命に係わる部分については、機械に任せるのではなく常駐の 

通訳や電話通訳などを活用することが必要なのではないかと思う。 

・AI 翻訳については、民間においても行政においても活用しやすいものであると考えて

いる。 

 

【打浪構成員】 

・私は、知的障害のある方でも比較的言語コミュニケーションが可能な、軽度・中度の

知的障害の方への情報発信やコミュニケーション支援について研究をしており、知的

障害者向けの「分かりやすい情報提供」という形で研究・実践を行っている。    

「やさしい日本語」と知的障害者向けの情報発信の相違点、共通点なども研究して 

きた。 

・知的障害者向けの分かりやすい情報提供といってもあまりイメージを持ってもらえず、

社会的な普及も非常に遅いものになっている。 

・知的障害者の場合、支援者がついていればよいという考えがあり、当事者は自身での

必要な情報へのアクセスが難しく、支援者を頼らざるを得ない構図が続いてしまう。 

・すべての日本語が分かりやすくなれば支援者が必要ないという意味ではないが、多く

の部分でこのような構図があるため、社会的な普及ができていないのが現状である。 

・「やさしい日本語」のように、分かりやすくなっているものがあれば、少しでも知的 

障害のある人に情報が届きやすくなると考えている。例えば「NEWS WEB EASY」を実際

に軽度の知的障害者の方に読んでもらうと、非常に分かりやすい、今後活用したいと

いう方が多くいらっしゃる。しかし情報源へのアクセスの方法や手順が分からず、 

活用できないというところに知的障害者独自の課題がある。 

・先ほど、多言語翻訳など ICTの活用に関してお話を伺っていたが、知的障害のある方

は活用が難しいところが多くある。活用方法をどのように伝え、教えるのかが難しい。 
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・今後 10 年で社会のあり方が変わり、教育現場へも ICT の活用が広がり、ギャップを 

無くすことで様々な活用が可能になり、メリットが増えていくと考えている。 

・「やさしい日本語」と知的障害者向けの情報提供の共通性は非常に多くある。文章の 

長さについても先ほどお話をいただいたが、知的障害のある方に対しては 30 文字  

以下などのルールがあり、これは「やさしい日本語」の考え方に非常に近い。 

・一方、相違点としては、知的障害者の場合、日常的に見聞きする情報に対しての知識

や関連する経験を持っているため、難易度が高くても接する頻度が高い用語は知って

いることが多い点などがある。 

・社会福祉の領域には、「やさしい日本語」を普及させるべき場所は多くある。医療や 

災害時の情報提供など、分かりやすい情報源があることは非常に重要なので、今後 

活用できるような告知が必要であると考えている。 

・関連して、難解な文章を「やさしい日本語」へ変換する技術があるのは、非常に    

ありがたいと考えている。行政の窓口などにおいて、軽度の知的障害者の方で日本語

から「やさしい日本語」への通訳を利用してみたい方は多くいると思われる。 

・横浜市障害福祉課と連携し、いくつかの文書の分かりやすい版を作って実際の利用に

つなげている。行政文書を変えることができるのだということを改めて実感した。 

・形式を変えても問題ないものは変更し、形式が定まっているものについては、補足を

記載して分かりやすい説明を加えることで対応した。 

・今後このように、行政と一緒になって、研究、社会的実践を進めることが必要である

と考えている。防災関係、生活保護関連の書類などに、分かりやすさへのニーズが  

高いようである。 

・軽度の知的障害者の方のニーズと重なる部分が多く、今後「やさしい日本語」の活用

のポイントとなるのではないかと考えている。 

・知的障害がある、発達障害がある方に共通することだと思うが、情報の認知そのもの

に難しさを感じる方が多くいる。日本語を分かりやすくすることも重要であるが、 

どのように情報を受け取るか、どのような媒体でどのように配置すべきか、それを 

どうすれば効果的に情報を受け取っていただけるか、特に視覚的な部分の追究が必要

であると考えている。 

・外国の方とも一部共通すると思うが、ニュースなどであれば、言葉だけではなく音声、

動画、写真など、一目見た際に情報をどれだけ多く伝えられるかが重要だと考えて 

いる。特に写真やイラストなどの視覚的な情報を重視している方もいるため、これら

を「やさしい日本語」へ付加していただけるとより良い配慮になると考えている。 

・知的障害の方への支援については課題が多くあるが、「やさしい日本語」の技術、  

「やさしい日本語」への翻訳が進むことで障害福祉分野にもより寄与できると考えて

いる。 

・聴覚障害がある方への情報提供に関わった際、UDトーク※のようなものを活用すると、

聴覚障害がある方はもちろん、発達障害の方、留学生の方がしっかり見ており、情報

取得の手助けとなっていた。 

※UDトーク：ユニバーサルデザイン支援のためのアプリ。音声のやりとりを文字化する。 
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・岩田構成員によると、「やさしい日本語」だけでなく知的障害のある方や、発達障害の

ある方への対応の際、外国人とのコミュニケーションに活用できるものが多くあると

のことなので、今後より大きな枠組みで連携し、進められることを期待したい。 

 

【吉開構成員】 

・ただ今の打浪構成員のお話の中で、普通の日本語を「やさしい日本語」へ変換する  

技術が求められているとのことだが、実際に NICT が行っている多言語翻訳     

コンテストで総務大臣賞を取られたアルファサードという会社が既に行っている。 

これは普通の文章を「やさしい日本語」へ変換することを試験的に行っているもの。 

・省略されている文章を自動的に補うことは難しいが、原文のままよりは多言語翻訳の

際に活用できると思う。 

・また、「やさしい日本語」に書き換えることに対して、各職員が知識を身につけて、  

自分で変換するのは大変ではないかと考えている。AI 翻訳向けの「やさしい日本語」

のあり方を考え、平易な日本語との関連について、どのように技術的に解決をするか

を考えた際に、飛躍的な向上になると考えている。 

 

【内元構成員】 

・先日行われた多言語翻訳コンテストについて紹介する。 

 「多言語音声翻訳コンテスト（第 2回）の結果」（令和２年３月 16日、総務省・NICT） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000296.html 

・試作品コンテストにおいて、アルファサード（野田 純生様）の、「やさしい日本語

化エンジンと多言語音声翻訳を組み合わせた『やさしい日本語化支援』アプリ」が

総務大臣賞（最優秀賞）に選ばれた。Webページの普通の日本語を「やさしい日本

語」に自動変換するという技術である。辞書を充実させ、変換のアルゴリズムなど

を考えるなど、これまで地道に研究をしてきた方である。 

・実際に、翻訳部分のみではあるものの、日本語から「やさしい日本語」に変換し、   

その後、多言語へ変換し評価するということをされていた。定性的なものではあった

が、「やさしい日本語」変換後、原文を多言語翻訳する際にどのように変化するかと 

いうところをいくつかのサンプルを活用し、評価されていた。 

・「やさしい日本語」に変換後の方がよい結果が出ることを説明していた。入力の内容に

よっては、うまく翻訳ができるケースがあることを示したケースである。翻訳の部分

においても、実現性が高いことから評価され、大臣賞を受賞された。つまり、活用の

可能性を示した例と言える。 

 

【山田構成員】 

・一点確認をさせていただきたいのだが、本有識者会合の範囲としては、多言語翻訳が

大きな目標で、「やさしい日本語」は今後利用する、もしくはともに活用の可能性が  

増えてくれればよいということだろうか。 
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【総務省】 

・おっしゃるとおり。総務省としては、多言語音声翻訳の普及推進が大きな目標。 

・多言語音声翻訳を利用する上で「やさしい日本語」を活用することで、その場その場

の翻訳における精度の向上ができるのではないかと考えており、皆さまのような有識

者の皆様にお集まりいただき、議論を頂戴したいと考えている。 

・「やさしい日本語」自体のガイドライン作成等の考えていないが、併せて「やさしい 

日本語」の利用の利点を周知するということは今後ありえると考えている。 

 

【山田構成員】 

・次の議題、課題に関わる部分を考えると、多言語翻訳を主眼に置いた場合、入力   

データを収集することが非常に重要になると思う。 

・そのためには、AI 翻訳のための「やさしい日本語」のガイドラインが必要になる   

のではないかと考えている。そしてそれは外国人のためのやさしい日本語のガイド 

ラインとは違うものであると考えている。 

・NHKでも「やさしい日本語」を作る際に、（情報提供の）対象者の日本語能力を決めて

いる。機械翻訳についてもニューラル翻訳、統計翻訳などの翻訳システムに応じた 

「やさしい日本語」のレベル分けをすることが必要になるのではないだろうか。 

・各地方公共団体でも「やさしい日本語」のデータを作成されており、既に作ってある

データの有効活用、共有を進めていくことが最も重要だ。 

・NHK では「やさしい日本語」のサービスのほかに、英語や多言語のサービスも行って

いるが、「やさしい日本語」のサービスはやめない。「NEWS WEB EASY」については、 

閲覧数が多く、日本語の勉強に活用をされている。このような様々な活用の形が  

あってよいのではないかと考えている。 

・多言語翻訳だけとしてしまうと ICT に頼り切った外国人になってしまう恐れがあり、

共生するということを考えると、外国籍住民が日本語を学習する上で、「やさしい日本

語」を活用していくという方向性も望ましいものであると考えている。 

 

 

意見交換テーマ３：課題 

【吉開構成員】 

・「VoiceTra」の素晴らしいところは、検証できるところにある。検証ができなければ、  

責任ある業務はできない。逆に精度が高ければ高いほど検証が必要であると考えて 

いる。 

・番組字幕を、７～８言語一気に翻訳をするという取組みを行った。 

・「昨日は雨が降ったので、弟は外出しませんでした。家でビデオを見ていました。」と

いうように、一文が複数画面にまたがってしまう場合、字幕翻訳が難しくなって  

しまう。 

・そこで１画面１文という「やさしい日本語」の作法で対応をすることが必要になる。

また文章の中で本来必要ない部分でも、主語等を入れることでより正確性が上がる。 
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・検証するために次のようなことを行った。40 くらいの文章を「やさしい日本語」へ  

変換し、機械翻訳を使用して、さらに逆翻訳機能を使用し、原文の発話者である私が

逆翻訳を見て確認し、それを４段階に評価した。内容としては英語の逆翻訳について、 

「やさしい日本語」で精度が 100％になるように行った。 

 

・結果として、スペイン語やポルトガル語の対応は非常に良いように感じられたが、  

タガログ語やネパール語はその精度が低いと感じられた。 

・一方でネイティブに再度検証してもらったところ、異なった結果がもたらされた。  

私が問題ないと判断したものについても、ネイティブに検証をしてもらうと、致命的

であると評価された文章が多くあった。また逆に、評価者（私）が低く評価したもの

をネイティブが高く評価するものもあった（ただし、どのような背景でこの結果にな

ったかは未検討）。 

今回の実験は、特に希少言語の場合、逆翻訳の信頼性が十分でないことを示している。 

・今後の方向としては、基本的に逆翻訳が信頼できる仕組みを作ることが重要であると

考えている。 

 

 

クロージング 

・昨年開催された「デジタル活用共生社会実現会議」の報告書において、多言語翻訳  

サービスにおける「やさしい日本語」の活用について提言がなされたところ。 

・今回、その具体的なメリットや有効な活用の仕方などについて、構成員の皆様から  

いたただいたご意見を踏まえ、多言語翻訳の普及推進に努めていく予定。 
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資料編 

 

有識者会合（R2.3.24）における資料 

 
資料１ 「多言語翻訳サービスに関する取組等」（総務省） 

資料２ 「多言語翻訳の取組状況」（内元構成員） 

資料３ 「多言語音声翻訳と<やさしい日本語>」（庵構成員） 

資料４ 「やさしい日本語と」（岩田構成員） 

資料５ 「やさしい日本語で伝える」（各務構成員） 

資料６ 「横浜市記者発表資料」（各務構成員） 

資料７ 「構成員へのヒアリング模様」（事務局） 

資料８ 「AI翻訳向けやさしい日本語に関するメモ」（吉開構成員） 
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